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第70回 澁澤賞候補者業績概要一覧 

                                     (敬称略・50音順) 

１．発明・工夫、設計・施工 

(1)-1 高圧電線用ワンタッチ式落線防止機材の開発グループ 
 代表者 安 立 和 広（関西電力送配電㈱）他4名 ・・・・・・・・・・・・・・ 

          
(1)    

(1)-2 6kV 限流アークホーン付通りがいしにおける断線防止把持部構造の開発グループ 
 代表者 穴 見 直 也（九州電力送配電㈱）他4名 ・・・・・・・・・・・・・ 

 
(1) 

(1)-3 ＰＶ遠隔安全診断システムの開発グループ 
 代表者 有 松 健 司（東北電力㈱）他4名 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 
(2) 

(1)-4 6kV センサ開閉器を活用した地絡点標定システムの開発グループ 
 代表者 大 原 久 征（中国電力ネットワーク㈱）他3名 ・・・・・・・・・・ 

 
(2) 

(1)-5 コンクリート柱（ＣＰ）中間補強金具の開発グループ 
 代表者 大 道 靖 史（北海道電力ネットワーク㈱）他4名 ・・・・・・・・・ 

 
(3) 

(1)-6 IoT技術を活用した機器点検省力化に向けた技術開発グループ 
 代表者 金 森 貴 之（中部電力パワーグリッド㈱）他4名 ・・・・・・・・・ 

 
(3) 

(1)-7 引込線以下設備不良予兆検知システム 開発・実用化グループ 
 代表者 河 村 拓 郎（東北電力ネットワーク㈱）他4名 ・・・・・・・・・・ 

 
(4) 

(1)-8 液面計測計の開発 
     木 村  禎 （木村電工㈱） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 
(4) 

(1)-9 Lidar SLAM 技術搭載・背負い型レーザー測量機による送電線測量の効率化と安全性向上 
     久保田  豊 （九州電技開発㈱） ・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 
(5) 

(1)-10 スキルレスな管路位置測量装置の開発グループ 
 代表者 熊 澤 昌 宏（中部電力㈱）他2名 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 
(5) 

(1)-11 可動型課電端子の開発グループ 
 代表者 佐 伯  豊 （中国電力ネットワーク㈱）他4名 ・・・・・・・・・・ 

 
(6) 

(1)-12 送電鉄塔の中空鋼管部材に対する粉体塗装装置の開発研究グループ 
 代表者 佐々木 隆 生（安治川鉄工㈱）他3名 ・・・・・・・・・・・・・・・ 

 
(6) 

(1)-13 電車線路モニタリング装置の開発グループ 
代表者 白 木 彰 悟（九州旅客鉄道㈱）他3名・・・・・・・・・・・・・・ 

 
(7) 

(1)-14 送電用鉄塔を対象とした耐雪設計技術の開発グループ 
 代表者 杉 本 聡一郎（(一財)電力中央研究所）他3名 ・・・・・・・・・・・ 

 
(7) 

(1)-15 高圧絶縁監視装置AI判定の開発グループ 
 代表者 但 見 収 司（(一財)関西電気保安協会）他3名 ・・・・・・・・・・ 

 
(8) 

(1)-16 耐摩耗高圧絶縁電線の現地補修用カバーの開発グループ 
代表者 田 中  将 （九州電力送配電㈱）他4名 ・・・・・・・・・・・・・・ 

 
(8) 

(1)-17 自動電圧調整器新吸湿材の開発グループ 
代表者 辻 野 二 朗（北海道電力㈱）他4名 ・・・・・・・・・・・・・・・ 

 
(9) 

(1)-18 接地電極埋設方法「No-Dig 工法」の開発グループ 
 代表者 坪 田  崇 （北陸電力送配電㈱）他3名 ・・・・・・・・・・・・・・ 

 
(9) 

(1)-19 再エネによる電圧変動抑制用SVCの省スペース化・短工期化チーム 
 代表者 直 井 伸 也（東芝エネルギーシステムズ㈱）他4名 ・・・・・・・・ 

 
(10) 

(1)-20 分散設置型回生電力貯蔵装置を用いた列車非常走行用電力供給システム 
の開発グループ 
 代表者 野 木 雅 之（㈱東芝）他4名 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
 

 
(10) 

(1)-21 延線対応型緊線金車（クリッピング金車）の開発グループ 
 代表者 藤 本 眞 二（㈱九建）他1名 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
 

 
(11) 

(1)-22 過電流ロック形高圧交流気中負荷開閉器の開発グループ 
 代表者 本 田 竜 大（㈱三英社製作所）他1名 ・・・・・・・・・・・・・・ 

 
(11) 

 



(1)-23 遠方監視可能な据置形遮断器動作時間測定装置の開発グループ 

代表者 前 川 俊 浩（東京電力ホールディングス㈱）他4名 ・・・・・・・ 

 

(12) 

(1)-24 電力スマートメータ搭載指向性切替アンテナの開発グループ 

 代表者 牧 村 英 俊（三菱電機㈱）他4名 ・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

(12) 

(1)-25 AI を活用した営巣検知システム開発グループ 

 代表者 松 岡 正 之（四国電力送配電㈱）他3名 ・・・・・・・・・・・・ 

 

(13) 

(1)-26 油圧圧縮ヘッドによる挟まれ防止具の開発グループ 

 代表者 松 木 景 尚（㈱ユアテック）他4名 ・・・・・・・・・・・・・・ 

 

(13) 

(1)-27 ブラックスタート用系統保護リレーの開発・実用化グループ 

代表者 溝 口 源 太（関西電力送配電㈱）他3名 ・・・・・・・・・・・・ 

 

(14) 

(1)-28 スマート保安監視装置の開発グループ 

 代表者 山 口 大 河（（一財）関東電気保安協会）他4名 ・・・・・・・・・ 

 

(14) 

(1)-29 ヒューマンエラー防止機能付き安全帯の開発グループ 

 代表者 山 口 大 輔（㈱九電ハイテック）他2名 ・・・・・・・・・・・・・ 

 

(15) 

(1)-30 「ハイブリッド型送電線故障点標定システムの開発」グループ 

 代表者 山 口 保 孝（㈱近計システム）他3名 ・・・・・・・・・・・・・・ 

 

(15) 

(1)-31 カットスルー支持具の開発グループ 

 代表者 山 根 克 友（㈱中電工）他3名 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

(16) 

(1)-32 軽量地盤調査機開発チーム 

 代表者 和 田 収 司（東京電力パワーグリッド㈱）他4名 ・・・・・・・・・ 

 

(16) 

２．電気技術規格・基準の制改定 

(2)-1 高 橋 明 久（中国電力ネットワーク㈱） ・・・・・・・・・・・・・・・・・ (17) 

３．学術研究 

(3)-1 市 場 幹 之（東京電力ホールディングス㈱） ・・・・・・・・・・・・・・・ (17) 

(3)-2 安 井 晋 示（国立大学法人名古屋工業大学） ・・・・・・・・・・・・・・ (18) 

４．人材育成 

(4)-1 大 屋  誠 （(一財)九州電気保安協会） ・・・・・・・・・・・・・・・・・ (18) 

５．長年にわたる電気保安への功労 

(5)-1 五十嵐 秀 夫（東日本電気エンジニアリング㈱） ・・・・・・・・・・・・・・・・ (19) 

(5)-2 池 田 雅 昭（原子力規制委員会 原子力規制庁） ・・・・・・・・・・・・・・ (19) 

(5)-3 石 塚  仁 （東京消防庁） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (20) 

(5)-4 稲 垣  淳 （東海旅客鉄道㈱） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (20) 

(5)-5 大 矢 純 子（㈱東芝） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (21) 



(5)-6 境   武 久（三菱電機㈱） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (21) 

(5)-7 座 間 秀 男（東日本電気エンジニアリング㈱） ・・・・・・・・・・・・・・ (22) 

(5)-8 髙 﨑 美 章（四国電力送配電㈱） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (22) 

(5)-9 武 田 康 広（日本電設工業㈱） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (23) 

(5)-10 田 中 昭 夫（全電協㈱） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (23) 

(5)-11 谷 口 圭 嗣（清水建設㈱） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (24) 

(5)-12 飛 田 震 也（四電エンジニアリング㈱） ・・・・・・・・・・・・・・・・・ (24) 

(5)-13 前 島 慎 一（四国電力送配電㈱） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (25) 

(5)-14 間 瀬 智 一（中部電力パワーグリッド㈱） ・・・・・・・・・・・・・・・・ (25) 

(5)-15 山 﨑 雅 登（㈱関電工） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (26) 
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(業績の概要) 

＜対象と なる 開発品＞ 

高圧電線用ワ ンタ ッ チ式落線防止機材の開発（ 開発年度 2017 年度）  

＜開発の経緯＞ 

高圧の銅電線は、 雨水浸水によ る 電線の変色、 劣化が局所的に発生する ため、 電線点検において劣化箇所を特定する こ と が困難で

あった。 そのため、 当社では高圧銅電線の電線対策工事において、 銅電線が敷設さ れた径間には、 落線防止機材を取付けている

が、 多大なマンパワ ーと 資材費を要し ていた。 今回の開発品は上記背景のも と 、 作業時間の短縮・ 資材費の抑制を図る ため、 新た

な落線防止機材を開発し たも の。  

 

＜開発品の内容＞ 

従来の落線防止機材は、 把持金具と 連結ロ ープで構成さ れており 、 把持金具を回転さ せて電線に巻付ける 構造のため、 取付けに時

間を要し ていた。 また、 把持金具、 連結ロ ープ各々が別製品である ため、 資材費が高額と なっていた。  

作業時間の短縮を図る ために、 電線把持部の構造を巻き 付け方式から ワ ンタ ッ チ（ 引っ掛け） 方式に構造を大き く 見直すと と も

に、 間接活線工法にて従来品の 1/3 以下の時間で取付可能と なり 作業時間を大幅に短縮する と と も に、 作業員への負担軽減を実現し

た。  

また、 資材費抑制のために、 電線把持部と 連結ロ ープを一体構造にする こ と で、 1 セッ ト あたり の資材費を従来品ベースで約▲

5% 低減し た。  

電気的・ 機械的性能については、 従来品と 同等の性能を有し 、 長期信頼性についても 電線把持部の材料を耐候性に優れた樹脂製

品にする こ と で、 従来品と 同等以上の性能を有する 用品と なっている 。  

 

     
 

（ １ ） -2 6kV限流アーク ホーン付通り がいし における 断線防止把持部構造の開発グループ 
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(業績の概要) 

当社は、 雷によ る 停電事故減少を目的と し て、 Zn0（ 酸化亜鉛） 素子を内蔵し た限流アーク ホーン（ 以下、 限流 AH 部） を具備

し た通り がいし (図 1[a])を 6kV 配電線と し て設置し ている 。 同がいし を適用する こ と で、 雷電流を電線把持部と 電気的に繋がって

いる 限流 AH 部を通じ て地面に流し 、 雷によ る 設備被害を防止でき る 。 一方で、 台風時の強風によ って「 電線導体径が小さ い高圧

絶縁電線（ 以下、 小サイ ズ電線）」 が、 がいし の電線把持部で断線する 事象が稀頻度で発生し ている 。 今回、 小サイ ズ電線に加わる

局部的なスト レス を緩和する 「 バネ作用を有し た補強材」 を組み込んだ電線把持部構造を開発し (図 1[b])、 停電事故、 並びに公衆災

害リ ス ク の大幅な低減を図った。  

 

１  開発期間と 導入実績 

ｏ 2016～2021 年度にかけて開発を行い、 2022 年度から 当社管轄エリ ア（ 九州全域） に全面導入し た。  

ｏ 開発品は当社エリ アのみなら ず、 他社管轄エリ ア（ 九州域外） にも 展開済み。  

２  開発品の仕様と 効果 

ｏ 小サイ ズ電線を従来がいし で把持し た場合、 電線把持部先端（ 把持部両端をラ ッ パ上に拡張さ せたベルマウ ス 部） に 

応力が集中する ため、 バネ作用を有し たステンレス 製の補強材を組み込むこ と で、 電線に加わる 応力を分散し た。（ 図２ ）  

ｏ 開発し た電線把持部は、 従来がいし と 比較し て「 最大 4.85 倍」 と いう 高い断線防止効果を有する こ と を確認し た。  

３  開発品の独自性 

ｏ  2021 年 10 月特許登録済み（ 番号： 特許第 6963243 号、 名称： 電線止めク リ ッ プ）  
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( 業績の概要)  

１ ． Ｐ Ｖ 遠隔安全診断シス テム の概要（ 開発年度、 シス テム構成）  

本シス テム は、 太陽光発電設備の太陽電池アレ イ 等の直流部における 電気的健全性診断をク ラ ウ ド 環境で実現し 、 その情報によ
り 異常時は保守点検者が迅速に現地対応する こ と を 可能にし た。 令和 4 年 4 月よ り 実用化し 、 太陽光発電設備の安全性向上と 保

守点検作業など 保安業務の省力化に資する 。 I oTセンサーである 定置型機器を 太陽光発電設備の直流部に設置し 、 夜間に太陽電

池ス ト リ ン グ単位で対地間の絶縁性能、 バイ パス 回路の健全性、 セルス ト リ ン グ回路の健全性を 自動測定する 。 測定データ は通
信機能によ り ク ラ ウ ド サーバに蓄積し 健全性を 診断、 その情報が保守点検者に通知さ れる こ と で、 異常時は該当個所へのピ ンポ

イ ン ト 対応と 早期改修等の是正が可能と なる 。  

 
２ ． Ｐ Ｖ 遠隔安全診断シス テム の特長（ 機能、 性能）  

定置型機器は、 太陽光発電設備の直流部にある 接続箱など に設置する 。 こ れら の設置場所近傍には一般的に電源線や通信線が敷

設さ れておら ず、 電源供給と 通信方法に課題があっ た。 そこ で、 電源は日中に太陽電池ス ト リ ン グから 発電し た電力を 蓄電し 機
器へ供給し 、 通信には低消費電力かつ長距離通信が可能なＬ Ｐ ＷＡ 通信を 採用し て課題を解決し 、 定置型機器を 設置する だけで

運用可能と なっ た。 ま た、 定置型機器で各種測定を 行う 際、 測定対象のス ト リ ン グが電力変換器Ｐ Ｃ Ｓ と 接続さ れた状態では正

確なデータ を 得ら れない。 日中に測定する にはＰ Ｃ Ｓ と の接続を 切離すため消弧能力の高い開閉器が必要と なり 、 装置の大型化
や寿命制限が生じ る 。 そこ で夜間に測定を 実施し 、 消弧能力は低いが高頻度開閉が可能な半導体リ レ ーを 採用する こ と で、 装置

の小型化と 長寿命化、 日々の絶縁抵抗測定が可能と なった。  

 
３ ． 実用化への展開（ 生産台数）  

こ れま で 22 台生産し 、 複数の太陽光発電設備に導入さ れており 、 実際の様々な異常状態データ を 蓄積し てき ており 、 保安業務

の軽減に大き く 貢献し ている 。  

     

 

（ １ ） -4 6kVセンサ開閉器を活用し た地絡点標定システムの開発グループ 

代表者  大
おお

 原
はら

 久
ひさ

 征
ゆき

 ( 中国電力ネッ ト ワ ーク ㈱)  

   近
こ ん

 藤
どう

 駿
し ゅん

 介
すけ

 ( ㈱三英社製作所)  

  狩
かの

 野
う

 純
じ ゅん

 也
や

 ( ㈱三英社製作所)  

  瀧
たき

 澤
ざわ

 秀
ひで

  行
ゆき

 ( ㈱三英社製作所)  

 

(業績の概要) 

１ ． システムの概要 

6kV 配電線路における 地絡事故時には地絡原因の早期究明の観点で、 早期に自動で地絡原因を発見する 仕組みが必要である 。 こ のた

め、 地絡時に発生する サージ電流を活用し 、 地絡点を高精度に特定する センサ開閉器を活用し た地絡点標定シス テムを全国に先駆けて

2018 年度から 開発し 、 2019～2021 年度にフィ ールド 試験にて精度検証を行い、 2022 年度に実用化し た。  

２ ． 性能・ 特徴 

（ １ ） 配電線の数箇所に取り 付けた現地装置に到達し たサージ電流の方向およ び到達し た時刻の時間差から 地絡点を標定する 。  

（ ２ ） センサ開閉器を活用し た地絡点標定シス テムであり 、 センサ開閉器の機能（ 6kV 配電線の相電流・ 相電圧などの計測およ び地絡

発生時の地絡方向判定など） を活かし 、 6kV 配電線での地絡発生時に高精度に地絡点を標定する ため、 配電線巡視を省力化でき る 。  

（ ３ ） センサ開閉器に内蔵する 電流センサ等から 検出する 事故データ を演算処理する 標定用プロ グラ ムを改良し 、 変電所の地絡保護継

電器が動作（ 停電が発生） する 前の微地絡においても 、 高精度に地絡点標定が可能である ため、 停電の未然防止およ び電力品質の向上

が図れる 。  

３ ． 実績 

（ １ ） 2019～2024 年度までに、 当社 6kV 配電線において、 25 件の地絡原因（ 鳥獣接触・ 樹木接触・ 高圧線接触・ 碍子不良） を誤差

200m  以内で高精度に特定し 、 地絡原因の早期発見・ 早期復旧に繋げており 、 電力の安定供給に寄与し ている 。  

（ ２ ） 本システムについては、 2019～2024 年度までに 24 台 2025 年度には 63 台を導入・ 運用する （ 当社全事業所に導入・ 運用、 合

計 87 台）。  
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（ １ ） -5 コ ンク リ ート 柱（ Ｃ Ｐ ） 中間補強金具の開発グループ 

代表者   大
おお

 道
みち

 靖
やす

 史
ふみ

( 北海道電力ネッ ト ワ ーク ㈱)  

北
き た

 山
やま

 絢
けん

 一
いち

( イ ワ ブチ㈱)  

     宮
みや

 内
う ち

 克
よ し

 治
はる

( 北海道電力ネッ ト ワ ーク ㈱)  

村
むら

 本
も と

 直
なお

 樹
き

( ㈱北海電工)  

     竹
たけ

 田
だ

 安
やす

 輝
てる

( 北海道電力ネッ ト ワ ーク ㈱)  

 

( 業績の概要)  

 

配電設備のコ ン ク リ ート 柱（ 以下、 Ｃ Ｐ ） は、 電力線、 変圧器およ び通信線等の輻輳し た装柱が多く 、 こ れら を 固定する 様々な
金物が施設さ れている 。  

こ のよ う なＣ Ｐ の中間部を 補強する 場合、 Ｃ Ｐ 表面に沿わせる 密着型の補強材では電線類を 一時的に取り 外す必要がある ため、

作業性に課題があり 、 こ れま で有効な補強材が確立さ れていなかっ た。  
そこ で、 Ｃ Ｐ 中間部の輻輳箇所においても 既存の装柱を取外すこ と なく 応急的に施工可能な「 コ ン ク リ ート 柱中間補強金具」

（ 以下、 Ｃ Ｐ 補強金具） の開発およ び実用化し 、 Ｃ Ｐ 補強およ び作業効率化を 実現さ せた。  

 
[ 構造・ 特徴]  

・ 弊社配電部門が使用する Ｃ Ｐ 全種類を 対象に、 すべての部位に適用可能である 。  

・ 柱上の輻輳箇所でも 一人作業で容易かつ確実に取り 付けでき る よ う な補強材の構造・  軽量化を図る こ と で、 作業性向上に伴
う 作業時間の低減が実現さ れた。  

・ 耐久性がある 材料を用い再利用が可能である 。  

・ 主要補強材のパイ プと Ｃ Ｐ 表面の離隔距離を 確保し ている ため、 Ｃ Ｐ の装柱が輻輳し ている 場合（ 突起物など 含む） も 取り 付
けが可能である 。  

・ Ｃ Ｐ 補強金具の使用状態でも 、 耐荷重、 破壊荷重他のＣ Ｐ 規格値を 満足し ている 。  

 
[ 開発年度・ 導入実績]  

Ｃ Ｐ 補強金具は２ ０ ２ ０ 年７ 月弊社研究報告書で提案し 、 ２ ０ ２ １ 年製品化し た。  

・ ２ ０ ２ １ 年３ 月に弊社内の配電用品と し て規格化。  
・ ２ ０ ２ ４ 年度（ ２ ０ ２ ５ 年３ 月末） ま での販売実績は約２ ９ ０ 組である 。  

 

     
 

（ １ ） -6 I oT技術を活用し た機器点検省力化に向けた技術開発グループ 

代表者   金
かな

 森
も り

 貴
たか

 之
ゆき

( 中部電力パワ ーグリ ッ ド ㈱)  

         伊
い

 藤
と う

 保
やす

 則
のり

( 中部電力パワ ーグリ ッ ド ㈱)  

山
やま

 田
だ

 比呂志
ひ ろ し

( 中部電力パワ ーグリ ッ ド ㈱)  

三
み

 山
やま

 恭
やす

 弘
ひろ

( 中部電力パワ ーグリ ッ ド ㈱)  

梶
かじ

 田
た

 祐
ゆう

 介
すけ

( 中部電力パワ ーグリ ッ ド ㈱)  

 

(業績の概要) 

変電設備の故障を未然に防止する こ と によ る 供給信頼度の向上と 保全業務の効率化を実現する ため、 I oT 技術を活用し た機器点検省

力化に向けた取り 組みを実施し た。  

従来は TBM （ Time Based M aintenance） と いわれる 定期的な点検手入れを変電所の開閉機器（ 遮断器およ び断路器） に実施する こ

と で健全性を維持し ていたが、 汎用センサを活用し て開閉機器の動作毎にデータ を得る こ と で、 リ アルタ イ ムの状態診断が可能と な

り 、 設備故障の予兆を判定し 、 適切なタ イ ミ ングで保全する CBM （ Condi tion Based M aintenance） を実現さ せた。  

「 設備停止を伴わない設置」 と 「 センサの間接的な接続」 をコ ンセプト にし て， 迅速に展開が可能なシス テムにし ている 。 その結果、

約 27,000 台と いう 非常に大規模な開閉機器をセンシング対象にし たが、 約 4 年で展開を終えている 。  

こ の CBM を実現し た結果、 保全費用の削減効果と し て約 2 億円/年， 定期点検に伴う 設備停止によ る 停電回数を約 600 回削減する こ

と に成功し た。 また、 2021 年の運用開始から 50 件程度の設備故障の兆候を把握し 、 故障発生の未然防止も 達成し た。  

さ ら に、 定期的な設備停止をする 機会を削減し たこ と で供給信頼度の向上にも 寄与し ている と 共に、 設備不具合があった際に従来は一

律に対策を実施し ていたと こ ろをデータ によ る 状態診断で必要な時期に対策を実施でき る よ う になった。  

こ れによ り 、「 省力化」 と 「 設備保安の品質向上」 と いう 相反する 2 つの要素を同時に達成し ており 、 開閉機器のメ ンテナンスを進化

さ せた。  
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（ １ ） -7 引込線以下設備不良予兆検知システム開発・ 実用化グループ 

代表者   河
かわ

 村
むら

 拓
たく

 郎
ろう

( 東北電力ネッ ト ワ ーク ㈱)  

山
やま

 田
だ

 信
し ん

 一
いち

( 東北電力㈱)  

          風
かざ

 張
はり

 勇
ゆう

 介
すけ

( 東北電力ネッ ト ワ ーク ㈱)  

          柴
し ば

 田
た

  豊
ゆたか

 ( 東北電力ネッ ト ワ ーク ㈱)  

和
わ

 田
だ

 義
よ し

 將
まさ

( ㈱日立製作所)  

 

( 業績の概要)  

１ ． 目的と 背景 

東北電力ネッ ト ワ ーク （ 株） では、 ス マート メ ータ ー（ 以下、 Ｓ Ｍと いう ） を 活用し た電力データ の収集と 遠隔操作によ り 現場
対応の効率化を 推進し てき た。 一方、 引込線以下設備が原因の停電は、 計画的な設備更新工事を 進めている が、 電力の安定供給

およ び突発的な停電申し 出対応の観点で課題があっ た。  

こ う し た課題を 踏ま え、 デジタ ル技術によ り 、 設備不良を 事前予測する 「 引込線以下設備不良予兆検知シス テム」（ 以下、 予兆
検知と いう ） を 開発し た。  

 

２ ． 開発概要と 実用化 
予兆検知は、 Ｓ Ｍから 取得可能な電圧低下等のイ ベン ト 情報を 活用し 、 機械学習によ っ て引込線以下設備の不良を 停電発生前に

予測する シス テムである 。  

２ ０ １ ９ 年度の研究において、 機械学習の基礎と なる 予測モデルを 開発し 、 ２ ０ ２ １ 年２ 月に当社保有のメ ータ ーデータ 管理シ
ス テム上に分析サーバを 構築・ 実装し た。 特許技術である 「 レ ベリ ン グ処理」 によ り 停電発生傾向を 見出す特徴量データ を 生成

し 、 予測モデルへ展開する こ と で、 設備不良を 予測し た中で、 実際に設備不良があっ た割合を 示す「 的中率」 は９ １ ％の高精度

な予測を 実現し 、 故障部位特定モデルによ り 「 電線ヒ ュ ーズ」 や「 断線・ 短絡」 等の設備不良の原因予測も 可能と し ている 。  
２ ０ ２ ３ 年度には利便性向上に向けた管理画面の構築およ び予測モデルの最新化を 経て、 ２ ０ ２ ４ 年度に東北６ 県およ び新潟県

で本格運用を 開始し た。  

 
３ ． 導入効果 

設備不良を 起因と し た停電を 未然に防止し ， 顧客満足度の向上に寄与し ている 。 ま た、 停電申し 出によ る 突発対応の減少で業務

の計画性向上およ び設備更新の効率化や工事費用の抑制にも 貢献し ている 。 予兆検知は、 電力供給の信頼度向上に繋がる も ので
あり 、 今後は他地域への展開や更なる 高度化を 通じ て、 持続可能な社会イ ン フ ラ の構築に貢献する シス テム である 。  

 

     
 

（ １ ） -8 液面計測計の開発 

木
き

 村
むら

 禎
ただし

 ( 木村電工㈱)  

 

(業績の概要) 

 

 水力発電所においての操作機構で現在運用さ れている 設備の主な発電所は、 油圧によ り 水車や弁等の操作が行われている 。 こ のよ う

な機構の中に油を溜める 集油槽があり その液面レベルを常に管理する 必要があり ます。 そのために旧来よ り ワ イ ヤーと フロ ート の組み

合わせでカム式円盤型回転ギアーを動かし その回転位置によ り 円形表示盤に針によ り 指針さ せており まし た。 し かし ながら 長期経年す

る なかその集油槽の中で油温や気温変化によ り 槽内部で油霧が発生し どう し ても その油霧がカム式のギアー部分に付着する よ う になり

長期間において個化する 傾向にいたり そのゲージ表示部分が動作し なく なる 障害が近年発生する よ う になり 長期間において固化する 傾

向にいたり そのゲージ表示部分が動作し なく なる 障害が近年発生する よ う になり まし た。 その機構を同じ 機構で取り 換えれば同じ 現象

が発生する 事になり 、 新たな表示方法を考える 必要が発生いたし まし た。  

 その事によ り こ の問題解決のための添付詳細の構造（ フロ ート と 連結棒の上下運動のみの位置検出） によ り 油霧の侵入の防止と 回転

カムでなく 平板切込み加工によ る 油面レベルを表示さ せる こ と に改良と 試作の連続で成功し 問題解決ができ る よ う になり まし た。  

 2022 年(令和 4 年)1 月 28 日 関西電力㈱小泉発電所様において第１ 号を設置いたし まし た。  

その後早々に同年 2 月 25 日に特許出願を提出し 、 2025 年(令和 7 年)4 月 10 日に特許認定をいただき ま し た。 特許第 7664587 号と し

て公示さ れており ます。  

関西電力㈱小泉発電所様ではその後約 3 年 5 か月経過後も 正常に機能し ており ます。  

本年度以降水力発電所の脱炭素と し てＧ Ｘ 政策の中で更なる 重要性を再認識さ れている 中、 今後も 古い設備の改修等の中、 今特許が更

に生かさ れ展開し ていく こ と を期待いたし ま す。  

以上のと おり 、 こ の「 液面計測計の開発」 は、 実用化から 3 年以上にわたり その有効性を実証し 、 電気の保安と 信頼度向上に極めて顕

著な功績を上げており ます。  
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（ １ ） -9 Li dar  SLAM 技術搭載・ 背負い型レーザー測量機によ る 送電線測量の効率化と 安全性向上 

久保田
く ぼ た

 豊
ゆたか

 ( 九州電技開発㈱)  

 

( 業績の概要)  
 

近年、 送電線測量においては、 山間部の急峻な地形や測量技術者の高齢化によ り 、 安全性や作業効率、 測量精度の確保が大き な
課題と なっ ていま し た。  
こ の課題に対応する ため、 当社では、 オース ト ラ リ アで鉱山調査用に開発さ れた手持ち型 Li dar  SLAM測量機を 、 自社で背負い

型に改造し 、 送電線測量に応用いたし ま し た。（ 特許第 6990810 号： 2021/12/09 登録）  
作業員が背負っ て歩く だけで高密度な三次元点群データ を 、 安全かつ効率的に取得でき ま す。  
従来の光波測量では困難だっ た谷間や急斜面でも 、 短時間で高精度な測量が可能と なり 、 現地作業時間は約 5 分の 1 に短縮さ

れま し た。 こ れによ り 、 測量の標準化・ 省力化・ 高精度化が実現し 、 軽微な図面修正や設計変更にも 、 再測量を せず柔軟に対応
でき ま す。  
さ ら に、 ド ロ ーンによ る 空中 DSM データ と 地上で取得し た DTM データ を 統合する こ と で、 地表面や樹木の根元を 含む三次元地

形モデルの構築が可能と なり ま し た。 本手法は特許（ 第 7235921 号： 2023/02/28 登録） を 取得し ており 、 送電線と 樹木の位置
関係を 三次元で可視化する こ と によ り 、 倒木リ ス ク の評価や保安伐採の判断、 仮処分申請図面の作成など に活用さ れていま す。  
ま た、 相対座標から 絶対座標への変換手法を 採用する こ と で、 GNSS 信号が届かない樹木下でも 高精度な測量が可能と なり 、 特

に山間部での縦断測量に大き な威力を 発揮し ま す。  
当社では 2019 年に本技術を 導入し 、 2020 年から 本格的に運用を 開始し て以来、 5 年以上にわたり 豊富な実績を 積み重ねてき ま
し た。 2022 年には国土地理院よ り 、 Li dar  SLAM 技術を用いた公共測量マニュ アルが制定さ れ、 制度的信頼性と 社会的有用性が

公的にも 認めら れていま す。  
 
 

     

 

（ １ ） -10 ス キルレスな管路位置測量装置の開発グループ 

代表者   熊
く ま

 澤
ざわ

 昌
まさ

 宏
ひろ

( 中部電力㈱)  

     真
ま

 鍋
なべ

 祐
ゆう

 矢
や

( 中部電力㈱)  

           竹
たけ

 内
う ち

 健
けん

 一
いち

( ㈱シーテッ ク )  

 

 

(業績の概要) 

 

地中送配電ケーブルの大部分は、 地面に埋設さ れたプラ ス チッ ク 等のパイ プ（ 管路） に収めら れている 。 こ の管路の位置は、 自社・ 他

企業の埋設工事への支障有無の判断、 事故の未然防止、 設計等に重要であり 、 図面によ り 管理し ている 。 し かし 、 建設当時の図面の精

度不足や周囲状況の変化等から 再度、 測量・ 図面作成を実施する こ と がある 。  

従来、 こ の測量には、 機械式ジャ イ ロ センサを用いていたため、 専門の測量会社によ る 測量が必要であったが、 今回、 高精度で小型の

ＭＥ ＭＳ （ Ｍｉ ｃ ｒ ｏ  Ｅ ｌ ｅ ｃ ｔ ｒ ｏ  Ｍｅ ｃ ｈ ａ ｎ ｉ ｃ ａ ｌ  Ｓ ｙ ｓ ｔ ｅ ｍｓ ） センサを組み込んだ取り 扱いが容易な測量部（ プロ

ーブ） およ び作業員が通常使用し ている 点検工具を活用し た距離測定部を開発し 、 電力設備の保守会社作業員が、 距離測定部から 測量

部を牽引する だけで、 測量が可能と なった。 さ ら に、 ３ 次元測量データ から 平面・ 縦断図を作図する こ と が可能なプロ グラ ムも 併せて

開発する こ と で、 １ ～２ 日の施工日数を０ ． ５ ～１ 日に半減さ せる こ と が可能と なり 、 作業員であれば誰でも 使用でき る 装置を開発し

た。  

汎用品を組み合わせた装置構成である が、 治具の寸法の高精度化、 揺れを抑える 内管の採用、 誤差低減プロ グラ ムの組み込みなどによ

り 、 管路長に対する 誤差と し て、 平面図で０ ． １ ７ ％、 縦断図で０ ． ０ ８ ％を達成し た。  

本開発品は、 令和３ 年８ 月から 、 保守対応上懸案であった箇所や開削によ り 管路位置を確認でき なかった箇所等に適用さ れ、 約４ 年で

７ ７ 径間の測定を実施し 、 不具合の発生も なく 、 保守費用の低減（ 約４ ６ 百万円） およ び電力の安定供給に貢献し ている 。  
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（ １ ） -11 可動型課電端子の開発グループ 

代表者  佐
さ

 伯
いき

  豊
ゆたか

 ( 中国電力ネッ ト ワ ーク ㈱)  

     田
た

 中
なか

 茂
し げ

 宏
ひろ

( 中国電力ネッ ト ワ ーク ㈱)  

日
ひ

 前
まえ

 武
たけ

 志
し

( 中国電力ネッ ト ワ ーク ㈱)  

         石
いし

 原
はら

 知
と も

 幸
ゆき

( 中国電力ネッ ト ワ ーク ㈱)  

伊
い

 藤
と う

 政
まさ

 仁
ひと

( 金邦電気㈱)  

 

( 業績の概要)  

 

高圧配電線路においては、 降雨、 降雪およ び落雷など の気象現象や、 鳥獣およ び樹木と いっ た他物が配電設備へ接触する など
によ り 地絡（ 以下「 地絡点」 と いう ） が発生し 、 広範囲に停電する 配電線事故が起こ る 場合がある 。 配電線事故の復旧では、 停

電の原因と なっ た地絡点を 早期に発見する 必要があり 、 多く の場面で地絡故障点探査装置（ 以下「 探査装置」 と いう ） を 使用

し 、 探査を 行っ ている 。 こ の探査装置は、 送信器、 課電ケ ーブルおよ び受信器で構成さ れており 、 送信器に接続し た課電ケーブ
ルを 課電端子で配電設備へ取り 付け、 送信器から 印加し た直流パルス を 受信器で受信し て探査する と いう も のである 。  

課電端子の取付箇所と し て最も 多く 選定さ れる 配電設備は、 高圧カッ ト アウ ト であり 、 高圧カッ ト アウ ト 専用の課電端子を 使

用し て取り 付ける こ と になる が、 従来の課電端子においては、 ホッ ト ス ティ ッ ク （ 以下「 操作棒」 と いう ） での取付作業時に、
操作棒が電柱本体や電柱に設置さ れている 柱上変圧器や引込腕金に干渉する など 、 作業性が悪く 、 課電端子の取り 付けに時間を

要する と いっ た課題があっ た。 さ ら に、 作業性が悪いこ と が要因と なり 、 課電端子の接続刃が高圧カッ ト アウ ト へ確実に挿入さ

れず、 正し く 探査でき ないこ と で地絡点の発見が遅れ、 配電線事故の復旧ま でに時間を 要する 懸念も あっ た。 こ の課題を 解決す
る ため、 課電端子の課電ケーブル接続箇所の変更と ヒ ンジ構造の採用等によ り 、 課電端子の取付作業時における 配電設備など へ

の操作棒の干渉を防ぎ、 装柱の状況に関係なく 確実な取り 付けを 可能と する と と も に、 作業者の技能レ ベルに左右さ れる こ と な

く 確実かつ容易に取り 付けができ る 「 可動型課電端子」 を 開発し た（ 特許第 7474938 号）。 ま た、 課電端子の取付状態を 目視で
確認でき る よ う 目印を設ける など 、 よ り 確実性を 高める 工夫も 施し た。  

本開発品は、 2020 年度以降 333 個を 現場導入し 、 配電線事故時における 地絡点の探査に活用し ており 、 課電端子の取付作業

における 作業性およ び確実性の向上に加え、 地絡点の早期発見によ る 配電線事故の早期復旧に貢献し ている 。  
 

     

 

（ １ ） -12 送電鉄塔の中空鋼管部材に対する 粉体塗装装置の開発研究グループ 

代表者  佐々木
さ さ き

 隆
たか

 生
お

( 安治川鉄工㈱)  

         月
つき

 川
かわ

 勇
ゆう

 輝
き

( 安治川鉄工㈱)  

         表
おも て

 智
と も

 康
みち

( 関西電力送配電㈱)  

             岸
き し

 本
も と

 泰
やす

 昌
まさ

( 関西電力送配電㈱)  

 

 

(業績の概要) 

 

【 開発当時の背景・ 目的】  

架空送電設備を構成する 鋼構造物の主な劣化要因は錆や腐食である 。 特に、 狭小のため目視確認や簡易な補修が困難な中空鋼管部材内

面の防錆対策は多大なメ ンテナンス費用を要する こ と から 深刻な問題と なっていた。 こ の問題を解決する ため、 中空鋼管部材の耐食性

を向上さ せる 粉体塗装によ る 工場塗装装置を開発し た。  

 

【 開発システム（ 粉体塗装によ る 工場塗装） の概要】  

こ の粉体塗装を用いる 方法では、 鉄塔部材を加熱後、 粉末状の塗料が充満し た槽の中に部材を浸漬し て塗料を溶着さ せる こ と で鋼管内

面等の狭小箇所にも 塗装でき る 流動浸漬法を採用し た。 し かし 、 塗装対象の部材は最大 8m の長尺であり 、 初期段階では加熱後の部材

の移動時間と 部材配置によ る 温度低下によ り 、 加熱温度ムラ が生じ 、 塗膜厚さ が不均一になる と いう 課題が生じ た。 そこ で、 部材加熱

方法や温度、 浸漬方法や浸漬時間を調整する こ と で、 長尺な部材であっても 鋼管内面に均一な塗料膜厚（ 約 200μm） の形成を可能に

し た。 従来の溶融亜鉛めっき 鋼材にこ の粉体塗装を行う こ と で相乗効果が生ま れ、 耐食性が大幅に向上する 。 加速劣化試験等の結果か

ら 、 建設後約 100 年は内面塗装が不要と 見込まれる 。 また、 塗装から 出荷搬出までは、 従来の溶剤塗装では約 10 日を要し ていたが、

本装置では約 3 日に短縮でき る 。  

 

【 導入実績と 推薦理由】  

2014 年から 2024 年度末ま でに、 鋼管鉄塔 428 基にこ の粉体塗装によ る 工場塗装が採用さ れた。 現地確認の結果、 10 年以上経過し た

鋼管内面の塗膜は期待通り の性能を発揮し ており 、 今後も 高い防食性能を維持でき る と 判断さ れる 。  

こ の厚膜塗膜を均一に形成でき る 塗装装置は、 送電鉄塔のみなら ず他分野への展開も 期待さ れ、 社会イ ンフラ 全体の長寿命化に貢献す

る 可能性を秘めている 。  
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（ １ ） -13 電車線路モニタ リ ング装置の開発グループ 

代表者   白
し ら

 木
き

 彰
し ょ う

 悟
ご

( 九州旅客鉄道㈱)  

     松
ま つ

 本
も と

 卓
たく

 也
や

( 九州旅客鉄道㈱)  

        亀
かめ

 田
だ

 真希夫
ま き お

( ㈱日立ハイ テク )  

        深
ふか

 谷
や

 太
ふと

 詞
し

( ㈱日立ハイ テク )  

 

( 業績の概要)  
（ 開発の概要）  

従来、 電車線路設備は徒歩によ る 目視で検査し ていたが、 設備点数の膨大さ から 多大な労力を 要し ていた。 そこ で、「 電車線路
モニタ リ ン グ装置」 を開発し 営業車に搭載する こ と で、 走行時に撮影し た電車線路設備の動画データ を 係員が事務所で確認する
検査に置き 換え、 線路近接作業の頻度を 低減する こ と によ り 係員の安全性の向上につなげる と と も に、 膨大な検査対象設備の自

動抽出機能（ Ａ Ｉ 技術） によ り 検査時間の短縮を 図る など 検査の一部省力化を 実現し た。  
（ 技術の特徴）  
・ 全ての検査対象設備を 動画で可視化する ため、 営業車の屋根上にカメ ラ を ８ 台搭載し た。  

・ 検査対象設備について割ピ ン 一本にいたる ま で全ての部位を 詳細に可視化する ため、 国内で初めて４ Ｋ カメ ラ を 営業車の屋根
上に搭載し た。  
・ 取得し た動画内の設備画像と 検査対象設備の実際の位置を一致さ せる ため、 Ｇ Ｐ Ｓ と 速度発電機を 用いた位置補正技術を 採用

し た。  
・ 動画データ を 閲覧する 際に徒歩によ る 目視検査のス ピ ード と の整合性を 図る ため、 地上シス テム （ 動画確認装置） の動画再生
速度を １ ～15km/h で任意に設定でき る 仕様と し た。  

・ 検査時間を 短縮する ため、 検査対象設備を Ａ Ｉ 技術によ り 自動的に抽出する 機能を 搭載し た。  
（ 開発概要と 実用化）  

２ ０ １ ８ 年度に装置開発を ス タ ート し 、 ２ ０ １ ９ 年度に検証試験を 実施し た。 検証試験の 

結果、 本装置によ る 検査は、 従来検査と 同様の検査が実施でき る こ と を 確認でき たため、 ２ ０ ２ ０ 年度初から 運用を 開始し た。  
２ ０ ２ ３ 年度ま でに対象線区の拡大等を 実施し 、 ２ ０ ２ ５ 年現在も 運用中である 。  
 

     
 

（ １ ） -14 送電用鉄塔を対象と し た耐雪設計技術の開発グループ 

代表者  杉
すぎ

 本
も と

 聡 一 郎
そう いちろう

( ( 一財) 電力中央研究所)  

松
ま つ

 宮
みや

 央
ひさ

 登
と

( 国立大学法人京都大学)  

       麻
あそ

 生
う

 照
てる

 雄
お

( ( 一財) 電力中央研究所)  

         西
にし

 原
はら

  崇
たかし

 ( ( 一財) 電力中央研究所)  

 

 

(業績の概要) 

 

送電用鉄塔の設計では、 送電線へ多量に雪が付着し た際に鉄塔に作用する 外力（ 着雪荷重） を考慮する 。 具体的には、 電線に付着し

た雪の厚み（ 設計用着雪厚） や、 受風面積が広がった着雪状態で作用さ せる 風速（ 着雪時風速） を設定する 。 1979 年に改正さ れた

「 送電用支持物設計標準」（ JEC-127） では、 考慮すべき 着雪荷重が経験的に定めら れたが、 その後も 過大な着雪によ る 鉄塔の折損・

倒壊が各地で発生し たため、 物理的根拠をも ち、 被害の実態と 整合する 着雪荷重への見直し が長年の課題と なっていた。  

本グループは、 雪質（ 雪の湿り 度合） や風速に応じ て着雪率や着雪体の密度等が異なる こ と を見出し 、 地上での気象観測にて容易に

取得でき る データ をも と に、 送電線の着雪量を高精度に評価でき る 簡便な手法を開発し た。 また、 同評価法を約 50 年間の気象庁観測

データ に適用し た結果をも と に、 独自に提案し た統計解析法を用いて 50 年に一度発生する 規模の着雪量を各観測点で評価し 、 設計用

着雪厚の地域マッ プ（ 約 5km メ ッ シュ ） を作成し た。 さ ら に、 設計着雪厚に応じ て着雪時風速を設定する 方法を開発し た。  

設計で考慮し ている 大き な着雪の発生は極めて稀で、 実態を観測で捉える こ と が非常に難し い。 本グループは、 実運用中の送電設備

において着雪観測システムを構築する と と も に、 北海道釧路地区に実規模試験線を建設し 、 上記方法を検討する ための着雪データ を各

地で粘り 強く 蓄積し た。 それによ り 、 着雪量低減を目的に国内で使用さ れている 難着雪化対策品の効果も 定量的に示し た。  

以上の研究成果は、 2022 年に JEC-127 を改正し て制定さ れた「 送電用鉄塔設計標準」（ JEC-5101） に採用さ れ、 現在、 沖縄電力

を除く 一般送配電事業者や電源開発送変電ネッ ト ワ ーク において、 既設鉄塔の照査や新設鉄塔の設計に活用さ れている 。 また、 経済産

業省の「 電気設備に関する 技術基準を定める 省令」 の解釈、 およ びその解説の改正時（ 2023 年） に、 本グループ作成の着雪マッ プや

同評価法の適用で得ら れた新知見が加筆・ 参照さ れた。  
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（ １ ） -15 高圧絶縁監視装置 AI 判定の開発グループ 

代表者   但
たじ

 見
み

 収
し ゅう

 司
じ

( ( 一財) 関西電気保安協会)  

     大
おお

 西
にし

 弘
こ う

 造
ぞう

( ( 一財) 関西電気保安協会)  

          小
こ

 林
ばやし

 賢
けん

 司
じ

( ( 一財) 関西電気保安協会)  

          平
ひら

 松
ま つ

 定
さ だ

 彦
ひこ

( ( 一財) 関西電気保安協会)  

 

( 業績の概要)  
[ 背景]  

当協会は、 1995 年から お客さ ま のニーズに応じ て高圧受電設備( 6. 6kV) に高圧絶縁監視装置を 約 2200 台設置し 、 高圧受電設備の
保護継電器が動作に至ら ない微弱な異常を 検出する 等、 事故未然防止を 図っ ている 。  
こ れま では、 異常を 検出し た際の微弱な零相電圧・ 零相電流波形を 基にルールベース で異常の発生場所( 構内か構外か) と 原因の

推定を 行っ ていたが、 精度が低く 技術員の判断が必要であ った。  
こ う し た判断は属人的な技術に依存し ており 、 技術伝承も 課題であっ た。  
[ 内容]  

今回、 原因と 異常発生個所が判明し ている 過去の波形データ を 整備し 、 こ れを 学習さ せる 事で高精度に原因と 異常発生場所の推
定が可能な AI 波形分析手法を 開発し た。  
[ 効果]  

導入後に原因が判明し た実績によ り 、 正解率が 49%から 85%に向上し た。  
こ れによ り 、 個人のス キルや経験に依存する こ と なく 精度の高い判定ができ 、 現場への技術員の派遣の必要性や現場における 対
応処理を よ り 適切に行う こ と が可能になっ た。 その結果、 作業効率化・ 品質向上によ っ てお客さ ま に対し てよ り 高度な保安管理

業務の提供が可能と なっ た。  
[ 開発期間と 実績]  

2020 年 9 月に開発に着手し 、 2021 年 2 月に開発を 完了。  

2021 年 12 月に当協会のシス テム に実装し 3 年間で約 36000 波形の解析を 行っ た。  
 

     

 

（ １ ） -16 耐摩耗高圧絶縁電線の現地補修用カバーの開発グループ 

代表者     田
た

 中
なか

  将
し ょ う

 ( 九州電力送配電㈱)  

田
た

 中
なか

 雄
ゆう

 樹
き

( 大電㈱)  

     首
し ゅ

 藤
と う

 義
よ し

 博
ひろ

( 名伸電機㈱)  

     庄
し ょ う

 内
ない

 隆
たか

 弘
ひろ

( 名伸電機㈱)  

     松
まつ

 永
なが

 利
と し

 之
ゆき

( 名伸電機㈱)  

 

(業績の概要) 

 

平成９ 年の「 電気設備の技術基準の解釈」 の改正において、 耐摩耗性のある 電線も し く は防護具の使用によ り 配電線と 樹木と の離隔距

離が緩和さ れた。 当社では、 平成 13 年に耐摩耗高圧絶縁電線（ 以下、 耐摩耗電線と いう ） を開発・ 導入し た。  

その後 20 年以上が経過し て、 耐摩耗電線が樹木等の接触によ る 損傷を受け、 摩耗検知層が露出し たも のが増加し ている 。 公衆感電及

び停電事故の防止を図る ため、 早期改修が可能な耐摩耗電線補修カバー（ 以下、 補修カバーと いう ） を開発、 導入し た。  

 

１  開発年度と 導入実績 

ｏ  2018 年から 2021 年にかけて耐摩耗電線の補修に適用する 「 耐摩耗電線補修カバー」 の開発を完了し 、 2021 年 10 月に導入済み。  

ｏ  既に 2,500 箇所程度の耐摩耗電線補修に適用し ており 、 現在も 順次適用拡大中 

 

２  構造と 特徴 

ｏ  補修カバーは内側から 摩耗検知層、 摩耗層の２ 層構造と し た。 各層は以下のよ う な特徴を持つ。  

① 摩耗検知層（ 内側） は、 絶縁電線保護管と 同じ 厚さ 1.0 ㎜と し た。  

色は耐摩耗電線と 同様に視認性が良く 、 露出時に発見の容易な黄色と し た。  

② 摩耗層は、 樹木接触での摩耗量 30 年相当に耐えら れる 厚さ 1.0mm と し た。  

色は耐候性・ 景観性を考慮し 黒色と し た。  

ｏ  材料は、 樹木接触対策品と し て使用実績のある 絶縁電線保護管と 同じ 難燃性ポリ エチレン混合物と し 、  

自己消化性を有する も のと し た。  

ｏ  種類は耐摩耗電線全サイ ズをカバーでき る ２ 種類（ 小： 25,58 ㎟、 大： 200 ㎟） と し た。  

ｏ  長さ は摩耗検知層露出箇所が最大 300mm 程度である こ と から 600mm と し た。  
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（ １ ） -17 自動電圧調整器新吸湿材の開発グループ 

代表者  辻
つじ

 野
の

 二
じ

 朗
ろう

( 北海道電力㈱)  

     松
ま つ

 浦
う ら

 清
き よ

 隆
たか

( 北海道電力㈱)  

         藤
ふじ

 原
わら

 大
だい

 作
さ く

( 北海道電力㈱)  

                     宮
みや

 内
う ち

 克
よ し

 治
はる

( 北海道電力ネッ ト ワ ーク ㈱)  

                     千代田
ち よ だ

  修
おさ む

 ( 北海道電力ネッ ト ワ ーク ㈱)  

 

( 業績の概要)  

 

[ 背景]  
高圧配電線の電圧降下対策のため自動電圧調整器（ 以下、 Ｓ Ｖ Ｒ ） を 設置（ 全道 1800 台以上） し ており 、 その保守にあたっ て

は、 通常の定期巡視（ 配電設備全数を 対象に２ 年に１ 回実施） によ る 地上から の目視点検に加え、 吸湿呼吸器のメ ンテナン ス と

し て吸湿材（ シリ カゲル） の劣化によ る 取替など 、 毎年柱上での定期点検を 実施し 多大な労力を 費やし ていた。  
そこ で、 長期性能を 有し 取替不要が見込ま れる 新吸湿材を 開発し 、 吸湿呼吸器の吸湿材取替作業の廃止によ り Ｓ Ｖ Ｒ 定期点検業

務の効率化、 安全性向上を 実現さ せた。  

 
[ 構造・ 特徴]  

・ Ｓ Ｖ Ｒ 内から 排気さ れる 乾燥空気に着目し 、 外気を Ｓ Ｖ Ｒ 内に取り 込む時に吸着し た水分を 排気時に放出可能な素材である

「 珪素土」 と 「 乾燥剤」 を 組み合わせた新吸湿材を 開発し た。  
・ 新吸湿材は、 呼吸器の容器内上部白色パッ ク が乾燥剤、 下部粒子状が珪藻土の構成と なっ ており 、 吸気時は水分を 吸収し 、 排

気時は水分を 放出する 仕組みである 。  

・ 吸放出繰返し 試験によ る 加速劣化検証を 実施し 、 新吸湿材は 15 年程度以上の吸湿性能を 維持する 。 従来のシリ カゲルと 比較
し 15 倍以上の吸湿性能を 確認し た。  

 

[ 開発年度・ 導入実績]  
・ 新吸湿材は、 材料選定、 予備試験、 吸放出繰返し 試験など を 積み重ね、 ２ ０ ２ ０ 年１ ０ 月から 、 北海道電力ネッ ト ワ ーク 株式

会社配電部門で本格導入さ れた。  

・ 北海道電力ネッ ト ワ ーク 株式会社全事業所の約１ ８ ０ ０ 台以上に実用化済。  
 

     

 

（ １ ） -18 接地電極埋設方法「 No-Di g 工法」 の開発グループ 

代表者  坪
つぼ

 田
た

  崇
たかし

 ( 北陸電力送配電㈱)  

         山
やま

 本
も と

 龍
り ゅう

 弥
や

( 北陸電力送配電㈱)  

  梅
う め

 木
き

 孝
たか

 幸
ゆき

( 大阪電具㈱)  

  西
にし

 垣
がき

 貴
たか

 夫
お

( 大阪電具㈱)  

 

(業績の概要) 

１ ．  背景 

 北陸電力送配電㈱では、 コ ンク リ ート 柱の接地電極を施設する 工法の効率化を目指し 、 すべての作業を地上から 実施する こ と で、 掘

削範囲の局限化、 掘削交渉業務の負担軽減およ び施工時間の短縮を目的と し た、 接地電極埋設方法「 N o-D ig 工法」 を大阪電具㈱と 共

同開発し 、 2020 年度よ り 導入し た。  

２ ．  開発内容 

 電気設備の技術基準において、 接地極は「 地下 75 ㎝以上の深さ に埋設する こ と 」 およ び「 地下 75 ㎝から 地表上 2ｍま では合成樹脂

管等で覆う こ と 」 が規定さ れており 、 従来の接地工法では電柱の地際周辺を大き く 掘削する 必要があった。 開発し た N o-D ig 工法で

は、「 接地極を打込む」、「 地中の接地極と 接地線を接続する 」 およ び「 地中の接地線を合成樹脂管で覆う 」 こ れら 、 一連の作業工程す

べてを地上から 施工可能と し た。  

３ ．  効果 

N o-D ig 工法によ る 、 従来工法と 比べた主な効果は以下のと おり 。  

・ 掘削範囲を直径 50 ㎜程度まで局限化でき る ため、 電柱周辺の掘削困難箇所およ び挟隘箇所などにおいて、 接地電極の施工が容易に

可能と なった。  

・ 地権者から 工事承諾を得る ために要する 、 掘削交渉に係る 労務量が削減さ れた。  

・ 掘削や舗装の労務量が大き く 軽減さ れ、 作業効率が大幅に向上し た。  

４ ．  N o-D ig 工法の導入状況 

 2020 年度の導入以降、 現場にて工法が定着し 、 毎年幅広く 使用さ れている 。  

  ・ 施工実績 10,979 回（ 2020～2024 年度合計）  

  ・ 特許関連 2022 年 3 月 18 日 特許取得 

  ・ 一般送配電事業者各社から 、 工法に関する 問い合わせおよ び導入実績あり  
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（ １ ） -19 再エネによ る 電圧変動抑制用 SVCの省スペース 化・ 短工期化チーム 

代表者   直
なお

 井
い

 伸
し ん

 也
や

( 東芝エネルギーシステムズ㈱)  

     田
た

 村
むら

 裕
ゆう

 治
じ

( 東芝エネルギーシステムズ㈱)  

         福
ふく

 島
し ま

 大
だい

 史
し

( 東芝エネルギーシステムズ㈱)  

坂
さ か

 本
も と

 正
まさ

 栄
ひで

( 九州電力送配電㈱)  

稲
いな

 崎
ざき

 宏
ひろ

 明
あき

( 九州電力送配電㈱)  

 

( 業績の概要)  

 

【 対象シス テム 】 熊本変電所向け無効電力補償装置（ SVC）  
【 開発年度】 2017 年度～2019 年度 

【 構造】 TCT： 75MVA、 直列リ アク ト ル： 40MVA、 交流フ ィ ルタ （ 5 次、 7 次）： 35MVA、 変換器や制御保護装置等を アルミ 製パッ ケ

ージハウ ス に収納 
【 特長】 再生可能エネルギー（ 再エネ） によ る 発電シス テム起因の電圧変動抑制は、 再エネ事業者が個別に対策する こ と が一般

的である が、 個別に対策する こ と が難し い事業者に対し て一般送配電事業者が代わり にま と めて対策する ために無効電力補償装

置（ SVC） を 導入し た。 こ れによ り 熊本変電所以下の電力系統の電力品質の向上に寄与し ている 。  
ま た省ス ペース 化によ っ て設置場所の制約を 小さ く し 、 さ ら に短工期化を 実現し たこ と で、 急速に増えている 再エネの導入を 後

押し でき る 。  

運転開始後の停止率は 2021 年度 0. 09%、 2022 年度 0. 13%、 2019 年度～2020 年度と 2023 年度～2024 年度は 0%であり 、 いずれも
外的要因によ る 停止のみで、 機器故障によ る 停止は発生し ていない。  

【 独自性】 再エネの出力急変など の瞬時の電圧変動だけに追従し 、 その後 0MVar ま で戻る 制御によ り 、 至近の変圧器のタ ッ プ制

御等と 組み合わせる こ と で、 1 台の SVCのみで次の電圧変動に対する 出力を 確保でき 、 効果的に電圧変動を 抑制可能と し た。 TCT
（ Thyr i st or  Cont r ol l ed Tr ansf or mer ） は省ス ペース で低コ ス ト が可能である が、 高調波の面で課題があっ た。 ①直列リ アク ト

ルの採用②C-t ype 交流フ ィ ルタ の採用③TCT 用変圧器の高イ ン ピ ーダンス 化で、 高調波の課題を 解決する こ と で、 設置ス ペース

を 従来の同容量の機器と 比較し て凡そ 3 分の 2 に縮小し た。 変換器や制御保護装置など をパッ ケージハウ ス に収納する 形態と し
たこ と で、 2 台のパッ ケージの連結と 据付工事の 2 日間で完了し 、 建屋を 新設する 場合と 比較し て工期を 大幅に短縮し た。  

 

     
 

（ １ ） -20 分散設置型回生電力貯蔵装置を用いた列車非常走行用電力供給システムの開発グループ 

代表者   野
の

 木
ぎ

 雅
まさ

 之
ゆき

( ㈱東芝)  

         佐
さ

 竹
たけ

 信
のぶ

 彦
ひこ

( ㈱東芝)  

                              伊
い

 藤
と う

 房
ふさ

 男
お

( 東芝イ ンフラ テク ノ サービス ㈱)  

                       神
かみ

 山
やま

 康
やす

 久
ひさ

( 沖縄都市モノ レール㈱)  

                     嘉手納
か で な

 知
と も

 也
や

( 沖縄都市モノ レール㈱)  

 

(業績の概要) 

 

本開発では直流電気鉄道の列車への電力供給システム（ 饋電システム） において、 列車の回生電力を変電所に設置さ れた蓄電池に充

電する 定置型の回生電力貯蔵装置を路線に分散配置し 、 受電停電時などに列車走行用の電力を給電する 、 非常走行用電力供給シス テム

を開発し た。 沖縄都市モノ レールの饋電シス テムにおいて、 安次嶺・ 末吉・ 浦西の 3 変電所に電力貯蔵装置を設置し シス テムを構築し

た。 モノ レールの場合、 停電によ り 走行不能になる と 乗客の救出が困難になる と いう 課題を有し 、 安全に最寄り 駅まで走行し 乗客を退

避可能と する 機能の要求は特に強い。 電力貯蔵装置を分散配置し た本シス テムは、 停電時は 3 か所の電力貯蔵装置の負荷分担を均等化

さ せ、 同時に蓄電池の残容量を均等化さ せながら 列車へ走行用電力を共有する 。 蓄電池の充電率に応じ て、 蓄電装置の饋電線に対する

充放電開始電圧を可変する こ と で分散配置さ れた蓄電装置の負荷分担を均等化する 独自の機能を有し ている 。  

2019 年 10 月に 3 か所の蓄電装置の運用を開始、 非常走行試験においては 3 変電所の負荷分担の均等化を図り ながら 、 4 編成の列車

を各駅停車で全線往復走行可能なこ と を実証し た。  

開発し た蓄電装置分散配置型の直流饋電シス テムの技術は、 2022 年 12 月に開業さ れたダッ カメ ト ロ 6 号線にも 適用さ れ、 沖縄都市

モノ レール同様に非常走行を可能と する 運用を実現し ている 。  

今後、 公共機関の使命である 利用客の信頼向上を目的と し た蓄電装置の導入が進むと と も に、 それを活用し た鉄道イ ンフラ のレジリ

エンス 向上が期待さ れる 。  
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（ １ ） -21 延線対応型緊線金車（ ク リ ッ ピング金車） の開発グループ 

代表者   藤
ふじ

 本
も と

 眞
し ん

 二
じ

( ㈱九建)  

        纐
こ う

 纈
けつ

 玲
れ

 朗
お

( ㈱安田製作所)  

 

( 業績の概要)  

 

本製品は、 送電線の高経年設備における 電線張替工事が増加し ている 現場の課題解決を 目指し 、 作業効率の大幅な向上を 図る
ために開発さ れま し た。 2017 年よ り 安田製作所と 共同で開発を 開始し 、 2020 年に完成し ま し た。 こ れま でに累計 78 台が導入さ

れていま す。  

構造面では、 ウ レ タ ン 張り のク ロ ーラ 式シュ ーを 採用し た新し い延線用対応緊線金車です。 ク ロ ーラ 金車本体にはラ チェ ッ ト
機能やウ ォ ーム ギヤ式のギヤユニッ ト を 搭載し ており 、 金車上に電線を 吊架し た状態のま ま でも 容易にク リ ッ ピ ン グ調整を 行う

こ と ができ ま す。 ま た、 圧縮型延線ク ラ ン プの通過にも 対応し ていま す。  

工法と し ては、 延線およ び緊線作業の両方に対応でき る 構造と なっ ており 、 従来は単径間でも 多く の時間を 要し ていたク リ ッ
ピ ン グ調整や懸垂ク ラ ン プへの載せ替え作業が、 金車上で効率よ く 実施でき る よ う になり ま し た。 特に連続懸垂区間では、 張力

のやり 取り や調整作業に多大な時間がかかっ ていま し たが、 本製品の導入によ り 作業時間を 大幅に短縮でき 、 従来 1 日かかって

いた工程を 大幅に短縮（ ５ ０ ％削減） する こ と が可能と なり ま し た。  
性能と し ては、 最大荷重 29. 4kN、 延線速度 30m/mi n、 通過物径は φ60mm です。 ベアリ ン グによ る 低抵抗化や本体の軽量化も

実現し 、 塔上作業者の負担軽減にも 寄与し ていま す。 加えて、 作業の安全性も 大き く 向上し ま し た。  

特徴と し ては、 延線と 緊線作業を 一台で兼用でき る 点、 ク リ ッ ピ ング調整が金車上で容易にでき る 点、 連続懸垂区間の緊線作
業においても 大幅な効率化が図れる 点が挙げら れま す。 実際の送電線建設現場の 500kV 張替工事など 数多く の現場で導入さ れ、

確かな実績を 上げていま す。  

 

     
 

（ １ ） -22 過電流ロ ッ ク 形高圧交流気中負荷開閉器の開発グループ 

代表者   本
ほん

 田
だ

 竜
たつ

 大
ひろ

( ㈱三英社製作所)  

    佐
さ

 野
の

 太
た

 一
いち

( ㈱三英社製作所)  

 

(業績の概要) 

1.  推薦対象と なる 機器（ 電機機器）  

製品名 過電流ロ ッ ク 形高圧交流気中負荷開閉器（ 地中線用）  

（ 型式番号 SB089）（ 以下、 U AS と する 。）  

2.  機器・ 設備等の開発年度 

① 2013 年頃から 開発を始動し 、 原理試作器１ 号機を設計し 検証。  

② 2014 年頃に原理試作器２ 号機を設計し 検証。 新発想の開閉部完成。  

③ 2015 年に特許を出願し 、 製品試作器の設計を開始。  

④ 2016～2019 年に製品試作器の設計、 検証、 改良を重ねる 。  

⑤ 2019 年 5 月 全設計検証試験を完了。 2020 年度よ り 販売開始。  

3.  構造、 性能、 特徴 

本機器（ 高圧負荷開閉器） は電力配電系統に接続さ れる 機器であり 、 需要家から の事故波及を防止する ために使用さ れる 。 高圧負荷

開閉器は小型化・ コ スト ダウン等を目的と し て SF6 ガス絶縁方式の開閉器が開発さ れたが、 SF6 ガスは温室効果ガスである こ と か

ら 、 1997 年の京都会議で排出抑制対象と なった。 そのため環境への負荷低減のため他方式と し て採用さ れたのが気中絶縁方式

（ U AS） である 。 し かし 従来品の U AS は U GS に比較し て幅と 奥行寸法が大き く 、 重量が重いと いう 問題があり 普及の妨げと なって

いた。 その中で本機器は、 特許を取得し た新発想の開閉部によ り UAS であり ながら U GS の幅と 奥行、 重量に合わせ、 こ れまでの

U GS と 同等の保守作業性を実現し た。 こ れによ り U GS を組み合わせて構成する 地中線機器を全て U AS に置き 換える こ と が可能と な

った。  

4.  生産台数 

2020 年度約 80 台． 2021 年度約 160 台． 2022 年度約 550 台．  

2023 年度約 800 台． 2024 年度約 1020 台. 
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( 1) -23 遠方監視可能な据置形遮断器動作時間測定装置の開発グループ 

代表者   前
まえ

 川
かわ

 俊
と し

 浩
ひろ

( 東京電力ホールディ ングス㈱)  

      勅使川原
て し が わ ら

 俊
と し

 和
かず

( 東京電力ホールディ ングス ㈱)  

    塚
つか

 尾
お

 茂
し げ

 之
ゆき

( 東京電力パワ ーグリ ッ ド ㈱)  

       反
そ

り 目
め

 拓
たく

 己
み

( 東京電力パワーグリ ッ ド ㈱)  

        杉
すぎ

 村
むら

 拓
たく

 也
や

( 東京電力パワ ーグリ ッ ド ㈱)  

 

( 業績の概要)  

 

 遮断器は、 電力の安定供給を 維持する ため、 電力設備の停止・ 使用、 電力系統における 短絡・ 地絡事故発生時の事故除去に使
用さ れ、 変電機器の中で非常に重要な役割を 有する 設備である 。  

 こ れま で遮断器の性能を 維持する ため、 定期的に遮断器を設備停止し 、 健全性・ 異常有無を 確認する ため、 点検を 実施し てき

た。 今回、 開発し た据置型遮断器動作時間測定装置は、 常時、 遮断器に装置を 取り 付ける こ と で、 通常の遮断器操作において、
遮断器の動作時間を 確認する こ と が可能と なっ ており 、 遮断器を 設備停止せずに、 健全性・ 異常有無を 確認でき る 診断装置であ

り 、 従来の定期点検に比べて、 診断の高度化・ 省力化を実現し た。 ま た、 遮断器動作時間の測定結果を ネッ ト ワ ーク 経由で、 事

務所へ伝送し ており 、 保守員は現場出向せずに診断結果を 確認する こ と が可能であり 、 電力設備のス マート 保安に資する 技術で
ある 。  

 本診断装置の開発において、 2017 年よ り 技術検討を 開始、 試作機によ る フ ィ ールド 測定を 実施し 、 実用性能の評価、 変電所実

環境下における 影響を評価し 、 ノ イ ズ除去フ ィ ルタ を 組み込むこ と 等の工夫を 実施し 、 2019 年に開発が完了し 、 東京電力パワ ー
グリ ッ ド が保有する 遮断器に本モニタ リ ン グ装置を 約 3000 台設置し ている 。  

 こ のよ う に本診断装置は実用化から 6 年が経過し 、 電力の安定供給に活かさ れており 、 高度な技術検討を 通じ て実用化、 定期

点検の省略、 遠隔監視によ る ス マート 保安を 実現でき ており 、 電気の保安、 信頼度向上に関する 顕著な功績を 挙げている 。  
 

     
 

（ １ ） －24 電力スマート メ ータ 搭載指向性切替アンテナの開発グループ 

代表者   牧
まき

 村
むら

 英
ひで

 俊
と し

( 三菱電機㈱)  

         秋
あき

 元
も と

 晋
し ん

 平
ぺい

( 三菱電機㈱)  

        西
にし

 本
も と

 研
けん

 悟
ご

( 三菱電機㈱)  

     林
はやし

  大
だい

 祐
すけ

( 三菱電機㈱)  

        田
た

 中
なか

 豊
と よ

 久
ひさ

( 三菱電機㈱)  

 

(業績の概要) 

【 概要】 毎月の検針業務の自動化や H EM S 等を通じ た電気使用状況の見える 化を可能にする 電力スマート メ ータ シス テムに必要な、

電力メ ータ に収納する 無線機を開発する ために、 アンテナ 1 つ分の容積で 4 つの放射指向性を切替えら れる 革新的なアンテナ方式を開

発し た。 国内の電力スマート メ ータ 1 千万台以上に実装さ れ、 メ ータ に収納でき る 装置小型化と 99.9% 以上の極めて高い通信接続率と

の両立を実現し 、 電力管理業務の省力化に貢献し た。  

 

【 従来の課題と 開発ニーズ】 基地局から 発射さ れた電波は建物や地面での反射を経て複数の異なる 方向から 無線機に到達し 、 最も 通信

接続が良く なる 電波到来方向は人・ 車の移動など様々な要因で刻々と 時間変化する ため、 常に高い通信接続率を保持する こ と が困難で

ある 。 対策と し て従来は指向性が異なる 2 のアンテナを搭載し 、 受信電力が高い方を選択する アンテナ切替方式が広く 実用さ れてい

た。 一方、 複数のアンテナを収容する 容積が足り ない小型無線機の場合は 1 つのアンテナで 2 つの異なる 指向性を電気的に切替る 方式

が有効である が、 製造会社等によ って形状・ 仕様が異なる 様々な装置に適用する と 装置によ っては電気的に制約を受ける 場合があり 、

通信接続率の低下を招いていた。  

 

【 特徴】 1 つのアンテナでの指向性切替数を 4 つに増やすこ と で、 どの様な電力メ ータ に設置し ても 電波が強く 到来する 方向の指向性

を選択でき る 確率を上げる こ と を可能にし た。 実運用において、 構造が異なる 様々な電力メ ータ に同一の無線機を搭載し ても 99.9% の

高い通信接続率を達成し た。  

 

【 市場投入時期】 平成 29 年 4 月 

【 販売台数】 累計 1,200 万台以上 

【 知財権】 特許第 6391886 号（ 平成 30 年 8 月 31 日） 発明の名称： アンテナ装置 
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（ １ ） -25 AI を活用し た営巣検知シス テム開発グループ 

代表者  松
まつ

 岡
おか

 正
ま さ

 之
ゆき

( 四国電力送配電㈱)  

     横
よ こ

 關
ぜき

 友
と も

 亮
あき

( 四国電力送配電㈱)  

     久米川
く め が わ

  浩
ひろ

 輝
き

( 四国電力送配電㈱)  

     梶
かじ

 原
わら

  仁
じ ん

 ( 四国電力送配電㈱)  

 

( 業績の概要)  
当社では、 毎年２ ～６ 月頃にかけて、 配電設備上のカラ ス の巣を 約２ 万件撤去し ている 。 営巣材は、 樹の枝や金属ハンガーが

使われ、 こ れら が高圧充電部に接触する と 停電事故と なる ため、 早期発見・ 撤去でき る よ う 、 年間延べ 約４ 千人／日と いう 多
大な労力を 掛けて営巣状況の巡視を 行っ てき た。  

こ の課題を 解決する ため、 候補者ら は配電設備の高圧線付近の巡視画像から Ａ Ｉ 診断でカラ ス の巣を検出し 、 撤去工事の自動

手配を 行う 一連の業務を シス テム 化する 業務改革を 実現し た。 画像診断には、 Ａ Ｉ 画像処理に造詣の深いＮ Ｔ Ｔ コ ムウ ェ ア株式
会社と と も に、 ２ ０ １ ８ 年から 「 Ａ Ｉ を 活用し た営巣検知シス テム （ 以下「 本シス テム 」）」 の開発を 行い、 ２ ０ ２ １ 年２ 月に現
場事業所導入を 開始し 、 現在は毎年営巣が多い瀬戸内海側の５ 事業所へ本シス テム を ８ 台配備し 、 巡視業務に活用し ており 、 今

後も 配備数の拡大を 計画し ている 。  
本シス テム は、 車両ス ピ ード を 落と すこ と なく 通常走行をし ながら 、 車載カメ ラ で、 電柱、 高圧線を撮影し 、 その画像を Ａ Ｉ

分析する こ と で、 カラ ス の巣を 自動検知する も のである 。 候補者ら は、 Ａ Ｉ 検知アルゴ リ ズム 等の試行錯誤を 重ね、 約９ ０ ％の

検知精度を 実現する と と も に、 解析時間の短縮を 図り 、 巡視当日に巣の撤去工事を 指示可能と する よ う シス テム化し た。 さ ら
に、 現場で容易に使用でき る よ う 車両に搭載する カメ ラ 等機材の配置方法の改良を 重ねつつパッ ケージ化し 、 実用性を 向上さ せ
た。（ 特許出願済）  

本シス テム の導入によ り 、 営巣シーズン中、 一つの巡視経路あたり 、 週２ ～３ 日・ ２ 名／班で実施し ていた巡視業務を １ 名／
班で実施でき る ほか、 営巣発見の都度行っ てき た停車し ての現地確認が不要と なる ため、 巡視時間を 大幅に短縮でき る など 効率

化が図ら れる こ と が実務上検証さ れた。 ま た、 速やかな巣の撤去手配を 可能と する こ と で、 確実な停電防止につなげら れ、 供給

支障事故の未然防止にも 寄与し ている 。  
本シス テム は、 同業他社へも 紹介し 評価さ れ、 導入事例が拡大し ている 。  

 

     
 

（ １ ） -26 油圧圧縮ヘッ ド によ る 挟まれ防止具の開発グループ 

代表者   松
まつ

 木
き

 景
かげ

 尚
ひさ

( ㈱ユアテッ ク )  

     佐々木
さ さ き

 久
ひさ

 順
のり

( ㈱ユアテッ ク )  

        佐々木
さ さ き

 俊
と し

 也
や

( ㈱ユアテッ ク )  

        田
た

 子
ご

 克
かつ

 也
や

( ㈱ユアテッ ク )  

         三
さ ん

 瓶
ぺい

 博
ひろ

 司
し

( 北日本電線㈱)  

 

(業績の概要) 

１ ． 目的・ 背景 

油圧圧縮ヘッ ド (以下、「 ヘッ ド 」 と いう ） と は、 配電工事において主に電線の接続作業に用いら れている 工具である 。  

重量が約３ ｋ ｇ あり 、 高所作業車の油圧ブース タ を使用し 、 約１ ２ ｔ の圧縮力でスリ ーブやコ ネク タ 等を圧縮接続する 工具であり 、  

必要不可欠と なっている 。  

し かし 、 当社では、 圧縮作業時に「 ヘッ ド 可動部に指を挟む労働災害」 が２ ０ ０ １ 年から 散発的に発生し ており 、 発生の都度、  

ソ フト 面の再発防止策を立てる も ののハード 面の物理的対策が無い状況であった。  

こ のこ と から 、 その問題を解決する べく ２ ０ ２ ０ 年度から ２ ０ ２ １ 年度に掛けて「 油圧圧縮ヘッ ド 挟まれ防止具」 の開発を行った 

も のである 。  

２ ． 主な特徴 

（ １ ） 手でヘッ ド を把持し た時に指などがヘッ ド 可動部に掛から ないよ う 、 つば（ 遮蔽板） を設ける 形状を採用し 、 圧縮作業時の安全

性向上を図った。  

（ ２ ） ヘッ ド カバー自体の絶縁性能を低下さ せないよ う 絶縁性が優れたポリ アセタ ール樹脂を採用し 、 活線作業にも 対応可能と し た。  

（ ３ ） 現行のヘッ ド へ取付け・ 取外し が容易である 。  

３ ． 導入効果 

（ １ ） 前述し た労働災害の物理的対策と し て、 当社配電部門で使用する 全ヘッ ド へ取付けし てから は、 類似の労働災害は発生し ていな

い。  

（ ２ ） 把持箇所につば（ 遮蔽板） を設けたこ と で、 ヘッ ド の重心を安全に把持する こ と が可能と なり 、 安全性の向上と 身体的負担軽減

にも 繋がった。  

４ ． 実用化への展開 

（ １ ） ２ ０ ２ １ 年４ 月に試作品が完成し 、 当社７ 支社が管轄する 各２ 営業所で約１ ヶ 月間、 試作品をヘッ ド に取付けし 、 作業検証を実

施し た。  

（ ２ ） ２ ０ ２ ２ 年９ 月に仕様を制定し た。  
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（ １ ） -27 ブラ ッ ク スタ ート 用系統保護リ レ ーの開発・ 実用化グループ 

代表者   溝
みぞ

 口
ぐ ち

 源
げん

 太
た

( 関西電力送配電㈱)  

     杉
すぎ

 本
も と

 征
ま さ

 大
ひろ

( 関西電力送配電㈱)  

          小
こ

 林
ばやし

 博
ひろ

 之
ゆき

( 関西電力送配電㈱)  

     荒
あら

 木
き

 真
ま

 衣
い

( ㈱エネゲート )  

 

( 業績の概要)  
2018 年の北海道胆振東部地震に起因し た大規模停電事故を き っ かけと し て、 近年、 大規模停電対策が急務と なっ た。 関西エリ ア

では、 過電圧抑止と いう 観点から 、 早期復旧のため特殊系統によ る 復旧を 行う 方針と なったため、 従来にない系統保護リ レ ーの
開発が必要と なった。  

本件は、 ブラ ッ ク ス タ ート （ 以下、 BS） 時の特殊な状況下でも 確実に動作する 画期的な保護リ レ ーを開発し たも のである 。 BS

時の低電圧かつ BS 電源のみの状況では、 事故電流が小さ く 、 周波数変動も 大き いため、 従来の保護リ レ ーでは正確な事故検出
が困難と いう 課題があっ た。 本リ レ ーは、 系統電圧に応じ て整定値がダイ ナミ ッ ク に変化する 特殊機能を 実装し 、 こ の課題を 解
決し た。  

ま た、 BS 時は特殊な状況下であり 、 実系統での試験が困難である 。 そのため、 2022 年 3 月の初号機から 都度、 系統や電源の
状況に応じ たシミ ュ レ ーショ ン によ り 有効性を 確認し た上で導入し ている 。  
現在ま でに、 関西エリ アの BS 電源と なる 3 発電所に対応し た系統に、 大規模停電後の復旧時の保護が確保でき る よ う 計 8 台が

設置さ れてき ており 、 3 年以上にわたり 電力の安定供給と 信頼度向上に大き く 貢献し ている 。  
本開発は、 大規模停電から の迅速かつ確実な復旧を 可能にする 革新的な技術であり 、 電力系統の信頼性向上に向けた卓越し た

工夫が随所に織り 込ま れている 。 その独創性と 実用性は高く 評価さ れる べき も のである と 考える 。  

 

     
 

（ １ ） -28 ス マート 保安監視装置の開発グループ 

代表者   山
やま

 口
ぐ ち

 大
たい

 河
が

( ( 一財) 関東電気保安協会)  

      中
なか

 山
やま

 俊
し ゅん

 介
すけ

( ( 一財) 関東電気保安協会)  

          佐
さ

 藤
と う

 孝
たか

 幸
ゆき

( ( 一財) 関東電気保安協会)  

          倉
く ら

 持
も ち

 昌
まさ

 成
なり

( ( 一財) 関東電気保安協会)  

永
なが

 井
い

  聡
さ と し

 ( 佐鳥電機㈱)  

 

(業績の概要) 

令和 7 年 4 月 1 日の経済産業省告示改正によ ってス マート 保安制度が開始さ れたこ と に伴い、 従来の低圧絶縁監視に加え、  

負荷電流監視を行う こ と で当該需要設備の点検周期が 3 か月に延伸さ れる こ と と なった。  

当グループでは、 低圧絶縁・ 負荷電流の一体監視を実現し 、 施工性およ び経済性に優れたス マート 保安監視装置を開発し た。  

本監視装置の主な機能と し ては、 タ ブレッ ト 等の点検端末と 連携し 、 各種設定や監視計測データ のリ アルタ イ ムでの確認が可能であ

る ほか、 適切な計測精度が維持さ れている こ と をオンラ イ ンで確認可能であり 、 現場業務の省力化ニーズにも 配慮し た。  

計測精度確認機能には特許技術が使われており 、 対象センサ（ CT） に負荷電流が流れている 状態でも 重畳さ れた試験電流を高精度

にベク ト ル的に分離する こ と を実現し た。  

国の委託事業での採択を経て技術検証を開始し 、 現在までの 50 か所の自家用電気工作物の事業場において監視状況の確認が行われ、

安定し た稼働を確認し ている 。  

 

以下に開発経緯を示す。  

平成２ ８ 年４ 月開発開始 

平成２ ９ 年８ 月電気施設保安技術高度化の評価・ 検証事業（ 経済産業省事業） に採択 

令和５ 年４ 月フィ ールド への導入開始 

令和７ 年８ 月 電気設備学会全国大会にて論文発表予定 
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（ １ ） -29 ヒ ュ ーマンエラ ー防止機能付き 安全帯の開発グループ 

代表者  山
やま

 口
ぐ ち

 大
だい

 輔
すけ

( ㈱九電ハイ テッ ク )  

     三
み

 嶋
し ま

 辰
たつ

 徳
のり

( ㈱九電ハイ テッ ク )  

  上
こ う

 月
づき

 章
あき

 智
と も

( 藤井電工㈱)  

 

( 業績の概要)  
【 目的・ 背景】  

送電設備の保安、 信頼度の維持には、 鉄塔に昇っ ての点検や補修作業が必要不可欠である が、 こ れは高所から の墜落リ ス ク を

伴う 危険な作業である 。 当社では「 墜落災害ゼロ 」 を 目指し 様々な対策を 行っ てき たが、 高所作業に注力する あま り に安全帯フ
ッ ク を 付ける こ と を 失念する 等、 ヒ ュ ーマン エラ ーによ る 無胴綱状態（ 墜落防止が機能し ない状態） 発生を ゼロ にする こ と は困

難であっ た。  

こ のため、 作業員が高所作業を 安心し て行う こ と ができ る 環境を 確保する こ と を 目的と し 、 人間の行動特性に起因し 、  
完全に防止する こ と が困難なヒ ュ ーマンエラ ーを 、 物理的に防止する 画期的な機能を 有し た、 無胴綱状態になら ない安全帯を  

開発し た。 本安全帯の開発には、 2018 年度の検討着手から 、 約４ 年間の試作・ 改良を 重ね、 2022 年度に完成し た。  

（ 特許第 6960125 号）  
 

【 性能、 特徴】  

こ れま での墜落防止用器具（ ラ ン ヤード など ） に、「 ①判断機能」「 ②ロ ッ ク 機能」「 ③制御機能」 を 付加し た安全帯を 新たに
開発し た。  

開発品は、 電子部品を 使用し ている ため、 既安全帯と 同等の試験（ 引張、 振動試験） に加え、 防水・ 耐衝撃性・ 落下試験を 実

施し 安全性を 確保し たも のと し た。 ま た、 超高圧送電線での使用も でき る よ う 、 大き な電磁誘導の影響を 受けても 電子部品が問
題なく 動作でき る 性能を 確保し た。  

 

【 実施結果】  
以上の開発品の実用化によ り 、 ヒ ュ ーマン エラ ーによ る 無胴綱状態での墜落災害ゼロ に貢献する こ と ができ ている 。 ま た、 同

じ 高所作業であれば水平展開可能であり 汎用性が高く 、 送電工事に限ら ず幅広く 建設業への適用が可能である 。  

 
 

     

 

（ １ ） -30 「 ハイ ブリ ッ ド 型送電線故障点標定シス テムの開発」 グループ 

代表者  山
やま

 口
ぐ ち

 保
やす

 孝
たか

( ㈱近計システム)  

     于
う

  洋
よ う

 ( ㈱近計システム)  

         岸
き し

 本
も と

 治
はる

 樹
き

( ㈱近計システム)  

         山
やま

 本
も と

 晴
はる

 海
み

( ㈱近計システム)  

 

 

(業績の概要) 

送電線で故障（ 地絡／短絡)が発生し た場合、 送電線の被害状況を把握し 、 早期に復旧を図る こ と が求めら れる 。 故障点の早期発見

を目的と し て、 こ れまで様々な種類の送電線故障点標定装置（ 以下、 FL） が開発・ 運用さ れてき た。 当社も GPS 信号によ る 同期サン

プリ ングを行う 自動オシロ 装置の開発と 同時に、「 オシロ データ 活用型 FL」 を開発し 、 多く の電力会社で実運用さ れてき た。 し かし な

がら 、 従来の FL では標定誤差が 1.0km ～2.0km  程度と さ れており 、 特に山間部では送電線巡視に時間と 労力を費やすこ と があっ

た。  

今回、 自動オシロ 装置の技術を基に高速サンプリ ングが可能な記録装置を開発し 、「 サージ受信型 FL」 と 「 オシロ データ 活用型」 の

2 つの方式を統合し た「 ハイ ブリ ッ ド 型送電線故障点標定システム」 を実用化し た。 本記録装置は、 計器用変成器の二次電圧・ 電流を

測定し ， 進行波（ サージ） を記録する 高速サンプリ ングと 商用周波を記録する 低速サンプリ ングを同時に行う こ と が可能である 。 本装

置を用いた「 ハイ ブリ ッ ド 型」 では、 商用周波のデータ を用いて故障回線と 故障相の特定を行い、 高速サンプリ ングデータ を用いた

「 サージ受信型」 によ る 故障点標定を原理上の誤差 200m 以内と いう 高精度で実現し ている 。 さ ら に、 サージが微小で検出困難な場合

には商用周波のデータ を用いた「 オシロ データ 活用型」 で誤標定や不動作の低減を図り 、 信頼性を向上さ せる こ と ができ た。  

本シス テムは送電線と の結合装置を必要と せず、 鉄塔等の屋外ではなく 配電盤室など屋内に設置する ため， 導入およ び保守コ スト を

抑える こ と が可能である 。 また、 伝搬速度の異なる 架空と 地中の混在送電線や 9 端子（ 7 分岐） の送電線にも 適用可能なシス テムと

し 、 適用範囲の拡大を実現し た。  

国内では、 フィ ールド 試験で良好な結果を得た後、 2018 年の初号機導入以降 22kV～500kV の 24 の送電線（ 42 回線） で実運用を

行っており 、 今後も さ ら なる 導入拡大が見込ま れている 。  
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（ １ ） -31 カッ ト スルー支持具の開発グループ 

代表者  山
やま

 根
ね

 克
かつ

 友
と も

( ㈱中電工)  

     近
こ ん

 藤
どう

 文
ふみ

 昭
あき

( ㈱中電工)  

      宮
みや

 迫
さ こ

 祥
ひろ

 明
あき

( ㈱永木精機)  

      山
やま

 本
も と

 朋
と も

 也
や

( ㈱永木精機)  

 

( 業績の概要)  
 １ ． 開発の経緯 

工事用開閉器の取付・ 撤去作業において、 工事用高圧気中開閉器本体（ 以下、 開閉器） は、 装柱状況に応じ て腕金に取付ける
こ と によ り 電柱から 突出し が可能と し ている が、 旧ク ラ ン プ支持具は、 電柱へ直付けし かでき ないこ と や、 開閉器付属ケーブル
（ 以下、 付属ケーブル） の取付方向が一方向のみである こ と から 高所作業車バケッ ト （  以下、 バケッ ト ） での移動範囲が多く

作業効率が良く なかった。  
２ ． 開発の概要 

電柱上の狭小ス ペース 及び電柱から 突出し た位置へ取付可能と する ため、 各種腕金先端へ取付けら れる 構造と し た。 ま た、 バ

ケッ ト から の作業位置に応じ てク ラ ン プ把持部を 垂直方向と 水平方向へ可変可能な構造と し た。  
３ ． 導入効果 

付属ケーブルの取扱いを電柱から 離れた位置で作業ができ る こ と から 、 作業空間が充分確保でき 、 作業者の安全性の向上が図

ら れた。  
各種腕金に取付けた状態で、 開閉器一式を 一括吊上げおよ び電柱への取付けを 可能と し たため、 作業効率の向上が図ら れた。  
付属ケーブルが電柱から 離れた位置にある こ と や、 高所作業車の駐車位置等現場の状況に応じ てク ラ ン プ把持具の方向が変更で

き る こ と から 、 バケッ ト の移動ロ ス が減少し 、 作業効率が向上し た。  
４ ． 導入状況およ び特許について 

2018 年に製品開発を 完了し 、 配電関係全事業場に 47 台配備し ている 。  

特許番号： 特許第 7182165 号 
発明の名称： 被覆貫通ク ラ ンプ用の被狭持具及びこ れを 用いた被覆貫通ク ラ ンプ支持具 

 

     
 

（ １ ） -32 軽量地盤調査機開発チーム 

代表者   和
わ

 田
だ

 収
し ゅう

 司
じ

( 東京電力パワ ーグリ ッ ド ㈱)  

    田
た

 中
なか

 健
けん

 嗣
じ

( 東京電力パワ ーグリ ッ ド ㈱)  

    福
ふく

 地
ち

  唯
ゆい

 ( 東京電力パワ ーグリ ッ ド ㈱)  

河
かわ

 村
むら

 直
なお

 明
あき

( 東電設計㈱)  

          山
やま

 内
う ち

  優
まさ る

 ( ㈱東設土木コ ンサルタ ント )  

 

(業績の概要) 

① 開発期間 

第一世代： 2014 年～2016 年（ 特許出願日： 2016.1.8）  

第二世代： 2018 年～2020 年（ 特許出願日： 2020.9.15）  

第三世代： 2022 年～2024 年（ 特許出願日： 2024.9.12）  

② 地盤調査機の構造（ 従来 2000kg， 第一世代 300kg， 第二世代 1200kg， 第三世 800kg）  

最も 一般的な地盤調査である 標準貫入試験（ JI S A-1219） を実施する ための装置で， 小型で軽量な地盤調査機をコ ンセプト に， プー

リ ー巻き 上げ機， ロ ッ ド 引抜機， 反力装置， 小型エンジンから 基本構成さ れ， 市販のコ アド リ ルを付加し たこ と で， 回転掘削と 標準貫

入試験を交互に行える 構造と なっている 。  

③ 運搬方法 

地盤調査機は， 最大分割重量 30kg， 最長分解長さ 2m  で小型かつ軽量である 。 最大積載 350kg の小型ク ロ ーラ を使用し て 35 度ま

での急斜面での運搬が可能である 。 35 度を超える 急斜面では， バッ テリ ー駆動のウ イ ンチを併用する こ と で運搬可能である 。 小型か

つ軽量なため林道や一般道の運搬はワ ンボッ ク スバンや軽ト ラ ッ ク を使用し ， ユニッ ク 車が不要であり ， 運搬費のコ スト 削減にも 寄与

する 。  

④ 性能（ 第一世代： 深さ 15m， 第二世代： 深さ 20m， 第三世代： 深さ 30m ）  

小型で軽量な地盤調査機と し て， N  値 50 以下の地盤を対象に上記の掘削深さ まで調査が実施でき る 。 N  値 50 以上の固い地盤

は， 掘削深さ が制限さ れる が， 第二世代と 第三世代は 5m の深さ まで調査ができ る 。  

⑤ 特長 

本工法は， 小型ク ロ ーラ での運搬が可能なため， 従来のボーリ ング調査の際に重量物の運搬のためだけに設置撤去し ていた仮設モノ

レールの工期と 費用が不要になる 。 従って， 工期は従来の約 85% （ 3.5 ヶ 月→0.5 ヶ 月） の短縮を実現し ， 調査費用は約 20% （ 350 

万円→75 万円： 第一世代と 比較） に抑えら れる 。  

⑥ 実用実績 

ポータ ブル貫入試験機は， 2014 年に開発が開始さ れ， 主に山岳地に立地する 送電鉄塔およ び鉄塔周辺斜面の安定性評価のための地

盤調査実績が多い。 2014 年から 2025 年現在までの約 10 年間で 463 孔の実績がある 。  
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（ ２ ） -1 高
たか

 橋
はし

 明
あき

 久
ひさ

( 中国電力ネッ ト ワ ーク ㈱)  

 

( 業績の概要)  
 
 平成９ 年に中国電力に入社以来、 長年にわたり 、 配電設備に関わる 電気設備の技術基準や技術規格の制改定に携わり 、 我が国

の電気の保安向上に貢献し た。  
（ 制改定に係る 委員と し て、 累計 14 年以上従事）  
 

１ ．（ 一社） 日本電気協会に事務局を置く 配電専門部会等の各種委員会において、 電気設備の技術基準や配電規程、 JESC 規格の
制改定作業に従事し た。  

・ 配電専門部会の作業会委員（ 4. 5 年）  

・ 技術基準適合評価委員会 使用設備作業会委員（ １ 年）  
・ 配電専門部会の委員（ ３ 年）  

 

２ ． 配電設備の雷害対策合理化に資する 研究成果発表を国内外で行い、（ 一財） 電力中央研究所に事務局を 置く 委員会におい
て、 我が国の技術規格「 配電線耐雷設計ガイ ド （ 2023 年改定版）」 に研究成果を 反映さ せる など ガイ ド 改定作業に貢献し た。  
（ １ ） ガイ ド 改定等に関わる 委員 

・ 配電雷リ ス ク 分科会の作業会委員（ ３ 年）  
・ 配電雷リ ス ク 分科会委員（ ３ 年）  

（ ２ ） 配電設備の雷害対策合理化に関する 研究成果（ ガイ ド 反映分）  

・ 冬季は、 夏季に比べ１ 落雷当たり の雷事故率が極めて高いこ と を 示し 、 雷リ ス ク マッ プの作製手法を 提案し た。  
（ 平成 21 年、 電気学会論文発表）  

・ 避雷器の接地抵抗値と 雷保護効果の関係を 明ら かにし 、 接地抵抗値が低減でき ない場合の合理的な雷害対策手法を  

提案し た。  
 

（ 平成 23 年電気学会論文発表）  

（ 平成 24 年電気学会よ り 電気学術振興賞 論文賞を 受賞）  
 

     

 

( ３ ) -1 市
いち

 場
ば

 幹
みき

 之
ゆき

( 東京電力ホールディ ングス㈱)  

 

(業績の概要) 

 

配電を主体と し た電力設備の材料分野での 2004 年以降の業績を以下に示す。  

20 年前、 電柱の内部鉄筋の水素脆化破断によ る 折損が社会で顕在化し た。 候補者は鉄筋の品質管理試験の反応機構を解明し 試験精度

を大幅に向上し た。 改良試験法は学会規格と し て標準化さ れ、 電柱の電力用規格Ｃ １ ０ １ 等で活用さ れ全国の電柱の信頼性向上に寄与

し ている 。  

また、 実電柱の独自の暴露試験技術を確立し 、 点検部位の絞込みによ る 保全負荷軽減(自社効果 100 億円／年)を実現し 新聞等で公開さ

れた。 破断し 易い鉄筋を用いた電柱の鉄筋の磁気特性に着目し た非破壊選別技術の有効性を実証し 基本特許を権利化し た。 実用化さ れ

た装置(100 台)は社内外で電柱の建替え数削減に寄与し 400 億円以上の合理化と 公衆安全向上で受賞し た。 脆化破断し ない安価な鉄筋

も 共同開発し 自社の電柱型式認定を取得し た。  

電気協同研究会の活動を契機に架空配電設備の腐食環境と 各種材料の防錆性能を 10 電力で検証する 委員会を発足し 委員長と し て 15

年間主導し ている 。 評価手法の公知化、 委員の啓蒙、 材料の適用指針確立、 Ｊ Ｉ Ｓ 化等の成果で、 複数の電力の重塩害地域の膨大な配

電金物の公衆安全向上、 保全負荷軽減(自社効果 100 億円／年)の成果を得て学会で表彰さ れた。 こ の委員会では公開し にく い計量器の

長期性能試験と 電力間の情報共有の場と し ても 機能し ている 。  

電力設備で使用さ れる 高耐久塗膜の寿命が、 無機顔料の光触媒活性に依存し 、 過酸化水素を用いる 評価法の有効性を見出し た。 試験

条件の公開、 火力Ｌ ＮＧ 槽の塗料選定システム、 送電鉄塔用長寿命塗料の実用化に寄与し た。  

配電設備が関係する 5 件のＪ Ｉ Ｓ 原案と Ｊ Ｅ Ｓ Ｃ Ｅ ６ ０ ０ ８ の原案作成、 配電分野の調査専門委員会で 3 件の報告書発刊、 電力の設

備保全で有用な重防食塗装の市販成書 2 冊と 指針・ 報告書 3 件の発刊に寄与し ている 。 特許は電力会社で 31 件を出願済である 。  

腐食防食学会の受託窓口の腐食センタ ーの副センタ ー長およ び技術士(金属)と し て配電分野の電力やメ ーカーの研究課題や材料相談に

対応し ている 。  
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（ ３ ） -2 安
やす

 井
い

 晋
し ん

 示
じ

( 国立大学法人名古屋工業大学)  

 

( 業績の概要)  
 
 プラ ズマ工学と その応用分野及び、 高圧配電線や需要設備等への雷サージの影響やその対策等に係る 研究、 及び教育に 30 年

以上にわたり 地道に忠実に従事し 顕著な成果を 上げた。 その傍ら 関係団体の調査研究・ 審議等に学識経験者と し て主導的立場で
参画し 、 電気設備分野の中でも 、 雷サージや耐雷技術及び雷保護に関し て優れた実績を 残し ている 。 こ れら 功績の概要は次のと
おり である 。  

 
１ ．  研究活動 候補者は、 放射性雑個体廃棄物のプラ ズマ溶融技術など プラ ズマ工学の応用分野に関する 研究を 精力的に行う

と と も に、 電力分野においては、 高圧配電線や需要設備等への雷サージの影響やその対策に関する 研究発表や提言を 行っ

ている 。 さ ら に、 建設電気設備分野では建設物に対する 雷保護や接地シス テム の研究で顕著な成果を 上げている 。  
 

２ ．  学会等における 社会貢献・ 調査研究活動 候補者は国内外の関係団体の要職を 務める 一方、 調査研究委員会等に参画し 、

雷害対策を 中心と し た電力の安定供給と 電源品質の向上に寄与し ている 。 電気設備学会では主に中部支部において電力業
界の要請に応じ た各種委員会に主導的立場で参画し た。 ま た、 電気学会においても 、 代議員等の要職を 歴任する と と も
に、 各種の調査専門委員会に精力的に参画し 電気の保安、 信頼度向上に関し て多大な功績を上げている 。 さ ら に国際的な

活動にも 積極的に取り 組んでおり 、 ALP( Asi a Paci f i c of  Li ght ni ng) や I CLP( I nt .  Conf .  of  Li ght ni ng Prot ect i on) 等の
国際会議に Commi t t ee member と し て参画する など 、 数々の実績がある 。  

 

３ ．  後進の指導育成活動 候補者は、 所属大学において耐雷技術や雷保護技術など の電力シス テム の諸課題に関する 技術を 中
心と し て学生への指導を 行う 傍ら 、 こ れら の技術を 後進に引き 継ぐ ために著書や技術報告書の執筆、 編集に尽力し た。  

 

     
 

（ ４ ） -1 大
おお

 屋
や

  誠
まこ と

 ( ( 一財) 九州電気保安協会)  

 

(業績の概要) 

 

平成 4 年入社以来、 事業用電気工作物の保安管理業務に従事。 令和元年に人財労務部研修グループに配属後、 現在にいたる まで保安

管理業務の講師や、 九州産業保安監督部電力安全課への講義、 専門誌への執筆活動を行った。 また、 業務の傍ら 、 2018 年に第一種電

気主任技術者資格取得。 高度な知識と 経験を活かし 電気主任技術者の早期育成にも 寄与し た。 概要は以下の通り 。  

 

１ ． 人材育成に貢献 

(1)社内講師 

『 第３ 種電気主任技術者』 資格取得と 電気保安業務従事者の早期育成 

・ 1994 年～2024 年の在任期間中に合計 135 名の合格者を輩出 

(2)社外講師 

各種団体への講師や専門誌への執筆活動 

 

２ ． 電気保安に関する 電気主任技術者から の相談対応 
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（ ５ ） -1 五十嵐
い が ら し

 秀
ひで

 夫
お

( 東日本電気エンジニアリ ング㈱)  

 

( 業績の概要)  
 

平成 4 年に東日本旅客鉄道株式会社へ入社以来、 長年にわたり 電力設備の保安・ 保企業務に従事し てき た人物である 。 豊富な

現場経験に裏打ちさ れた行動力と 決断力を 有し 、 各種の仕組みやルールの構築、 指導・ 教育を 通じ て、 鉄道電力設備の安全性お
よ び信頼性の向上に大き く 寄与し てき た。  

本社電気ネッ ト ワ ーク 部保安・ 電路課長と し て在任中には、 エアセク ショ ン箇所での架線断線や地絡事象、 パン タ グラ フ 破損

事象など 、 輸送に大き な影響を 及ぼす事象に対し て、 現場第一線の意見に耳を 傾け、 綿密なコ ミ ュ ニケーショ ンを 重ねながら 、
対策の深度化、 新技術の導入、 業務の仕組み改革を 推進し た。 ス マート メ ン テナン ス やパン タ グラ フ 監視装置の導入はその成果

の一例であり 、 こ れら は現在の東日本旅客鉄道株式会社の電力部門において、 ス タ ンダード な取り 組みと し て定着し ている 。  

ま た、 東京支社電気部電力課において電力指令長を 務めた際には、 安全文化の定着と ス マート オペレ ーショ ン の推進に尽力し
た。「 危ないと 思っ たら 列車を 止める 、 電気を 止める 」 と いう 明快なス ロ ーガンを 掲げ、 指令員への繰り 返し の働き かけやポス

タ ー掲示など 、 地道な活動を 通じ て意識改革を 図っ た。 さ ら に、 業務のシス テム 化によ り 指令員の負担を 軽減し 、 統制に集中で

き る 環境を 整備し たこ と も 特筆すべき 成果である 。  
加えて、 同氏は社外講演を 通じ て、 自身の経験を も と に現場のリ アルな課題や対応事例を 広く 発信し 、 若手技術者を 中心に大

き な共感を 得ている 。 書面では伝わり にく い現場の実態を 率直に語る 姿勢は、 技術継承と 人材育成の面でも 高く 評価さ れてい

る 。  
以上のよ う に、 五十嵐氏は現場と 組織の両面から 鉄道電力の安全・ 効率化に継続的に取り 組み、 実績を 積み重ねてき た人物で

あり 、 澁澤賞の推薦にふさ わし い人材である 。  

 

     

 

（ ５ ） -2 池
いけ

 田
だ

 雅
まさ

 昭
あき

( 原子力規制委員会 原子力規制庁)  

 

(業績の概要) 

 

電気絶縁材料の研究によ り 工学博士の学位を取得し た後、 昭和 63 年に日本石油化学（ 株） 入社、 現在まで 37 年間にわたり 絶縁材料

の劣化現象等に係る 研究を精力的に行い多大なる 成果をあげた。 また、 得ら れた知識を基に、 高経年化し た石油化学プラ ント の電気設

備の保全活動を行う と と も に、 電気設備の保全手法について電気学会調査専門委員会等で調査・ 研究を行い技術報告書と し て公表し

た。 ま た、 平成 15 年から 関東東北産業保安監督部管内の電気主任技術者会の会員と なり 、 平成 21 年に副会長、 平成 22 年には会長を

務め、 自家用発電設備を有する 主任技術者会会員の技術力向上に寄与し た。 こ れら の活動をと おし て、 電気保安に多大なる 貢献をし

た。  

 

１ ． 保安の確保に有効な実績 

①経済産業省原子力安全・ 保安院電力小委員会電気主任技術者資格要件検討 W G 委員と し ての活動 

②電気主任技術者会会長と し て、 電気学会と 共同で電気設備診断の実態を調査。  

分析の上、 技術研修会で説明する こ と で会員の技術力向上に貢献 

③絶縁材料、 電気設備の健全性、 アセッ ト マネジメ ント に関する 研究の実施、 並びに論文、 講演等によ る 公表で日本の絶縁材料研

究分野発展に貢献 

 

２ ． 社内外における 教育・ 育成活動の実績 

①電気学会誘電・ 絶縁材料技術委員会委員等での絶縁材料物性・ 電気設備管理に関する 研究企画及び推進 

②早稲田大学、 名古屋大学、 芝浦工業大学、 東京都市大学における 教育活動 

 

３ ． 表彰等の実績 

学術研究で 2 件、 電気保安関連で 3 件の表彰を受けた 
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（ ５ ） -3 石
いし

 塚
づか

  仁
ひと し

 ( 東京消防庁)  

 

( 業績の概要)  
 

平成１ ３ 年に東京消防庁入庁以来、 永年にわたり 火災予防行政に携わり 、 特に予防部調査課において、 多数の電気製品火災を

はじ め変電所火災・ 鉄道火災など 数々の電気火災の原因調査業務に従事し た。 ま た、 数々の電気火災の出火原因を 究明する と と
も に、 出火元と なっ た電気製品の製造者や販売業者等に対し ては積極的に指導を 行い、 類似火災の再発防止に貢献し た。  

近年増加傾向にある 電気火災の原因究明に際し 、 電気火災の出火機構を 解明する ため、「 電源コ ード の半断線から 出火に至る

経過の研究」 や「 接触部過熱から 出火に至る 結果の研究」 等を 実施し 、 長年にわたり 電気火災の再発防止に貢献し た。  
各都道府県の消防本部（ 消防学校） が実施する 火災調査科（ 専門課程） 及び消防大学校火災調査科における 電気火災鑑識に関

する 技術的支援（ 講義・ 実技） を 行い、 全国の火災調査担当者の電気火災に対する 専門的な知識・ 技術の向上を 図り 、 電気火災

の出火原因を 究明する と と も に類似事案に対する 再発防止に寄与する こ と ができ た。  
ま た、 予防部予防課においては火気電気係長と し て、 変電設備、 発電設備等の電気設備の設置、 維持管理や火災発生後の再発

防止対策等に関し て関係団体等に対する 積極的な指導を行う など 、 火災予防の観点から 電気の安全確保に努め、 その信頼性向上

に大き く 貢献し た。  
なお、 主な業績は、 以下のと おり である 。（ 詳細は別添えのと おり ）  

１  電気火災の出火原因究明に基づく 行政反映 

２  関係省庁、 関係団体と 連携し た火災予防対策の推進 
３  電気火災の調査分析手法を 確立する ための研究 
４  各都道府県の消防本部（ 消防学校） が実施する 火災調査科（ 専門課程） における 技術的支援（ 講義・ 実技）  

５  電気火災の原因究明及び事例の投稿 
 

     

 

（ ５ ） -4 稲
いな

 垣
がき

  淳
じ ゅ ん

 ( 東海旅客鉄道㈱)  

 

(業績の概要) 

 

入社以来、 永年に亘り 在来線を中心と し た電車線設備に関する 保全及び工事施工によ り 鉄道における 電気保安確保を進めたほか、 技

術基準や仕組みの整備で当社鉄道の安全・ 安定輸送確保及び技術者育成に顕著な功績をあげた。  

 

1.電車線技術の社内規程の整備 

電力技術管理の担当課長(2012.7～ /2017.7～ )と し て、 電車線の社内規程整備に従事し た。 特に 2012 年の笹子ト ンネル天井板落

下や 2015 年の山手線神田・ 秋葉原間の電化柱倒壊などの発生を受け、 よ り 安全な設計方法、 保全方法を確立し 、 電車線工事におけ

る 設計審査の仕組みの導入を実施し た。  

 

2.在来線電力設備の工事の設計・ 施工 

工事担当課の担当課長(2014.7～)と し て、 武豊線電化開業(2015.3)の運用開始に向けた検査・ 点検内容をき め細かく 検証し 設備の

健全性を確認し た。 静岡地区の草薙、 安倍川、 高塚、 新所原の橋上駅舎化では(電力設備の支障移転及び新設工事を担当し 無事故で

完遂し たほか、 静岡地区変電所遠方監視制御装置更新では仕様制定から 設計・ 施工までを一貫し て担当し 、 無事故で完遂し た。  

 

3.後進育成への尽力 

在来線電力区の現場長(2006.7～ /2010.7～ )と し て、 電力設備保守に関し て社員及び関係会社に対し 事故防止を指導する と と も

に、 鉄道電気技術者育成に尽力し た。 電力技術管理の担当課長(2017.7～ )と し ても 、 社内教育体系の整備や電車線設備専門技術の

研修、 電車線・ 電灯電力設備の基礎研修を新規開講し たほか(強度計算や品質管理に関する 教育を推進、 技術者育成に高く 貢献し

た。  

 

4.鉄道電気技術基準の制改訂 

技術基準調査研究会(電気設備)の委員(2020～ 24 年度)と し て、 鉄道に関する 技術基準の改訂・ 検討に従事、 架空電線と 同弱電流

電線と の離隔等の改正のほか、」 I SE 2011 電車線設備耐震設計(2025-3-25 制定)など電車線設備の」 I S 原案作成、 耐震設計、 設計風

速、 電車線路保全の技術基準改正検討の委員、 主査を務めた。  
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（ ５ ） -5 大
おお

 矢
や

 純
じ ゅん

 子
こ

( ㈱東芝)  

 

( 業績の概要)  
 

候補者は 2004 年から 現在に至る ま で（ 実働年数 21 年）、 在来線での自動列車運転（ ATO） 機能の研究開発に従事し てき た。

ATOシス テム は運転士の負担軽減や運行の安定化に寄与し 、 国内外で導入が進んでいる 。 列車の追突や脱線を 防止する 保安シス
テム の制限速度を守り つつ、 駅停止位置と 駅間走行時間を 遵守する こ と が求めら れる 。 本シス テム を 実現する ためには、 従来は
全編成で全駅間の走行試験を 繰り 返すなど 、 制御パラ メ ータ の調整に長期間を 要し ていたが候補者は以下の 3 つの機能を 開発・

実装する こ と で課題を解決し 、 広く 社会実装に貢献し た。  
  走行計画機能： 駅間走行時間を 自動的に守り 、 省エネで快適な走行を 実現 
  走行制御機能： 予測を利用し て制限速度を 守り 、 精度の高い停止位置を 実現 

  車両特性学習機能： 天候や編成間の特性のばら つき に応じ て列車動特性モデルを 調整。  
こ れら によ り 、 代表的な少数の編成と 駅間で調整を 行えば、 他の編成・ 駅間では確認のための走行試験のみで済み、 現地調整

期間を 大幅に短縮し た。 こ のこ と から 以下に示す実績例のよ う に多く の社会実装を 可能と し た。  

 
【 実績例】 東京メ ト ロ ( 南北線 5 次車、 千代田線、 日比谷線) 、 東武鉄道( 副都心線乗入れ、 日比谷線乗入れ) 、 東急電鉄( 副都心
線乗入れ) 、 名古屋市交通局( 市営地下鉄東山線) 、 JR 東日本( 南武線 TASC) 等 

ま た、 人材育成の面でも 、 計測自動制御学会（ SI CE） 委員会を 通じ て、 女性活躍の啓蒙や若手への技術継承など の社会貢献に
も 功績があり 、 ダイ バーシティ 推進組織( SI CE-DI A) の委員活動にも 従事し ている 。 年次大会でのラ ンチョ ン ミ ーティ ン グ、 小中
学生向けプロ グラ ミ ング教室を 実施する など 、 女性の理系選択支援等も 行っ ている 。  

以上の長年にわたる 功労にあたり 、 本賞に推薦する 。  
 

     

 

（ ５ ） -6  境
さ かい

  武
たけ

 久
ひさ

( 三菱電機㈱)  

 

(業績の概要) 

 

候補者は、 電源開発株式会社に入社の後、 直流送電(H VDC)技術の国産化およ びパワ ーエレク ト ロ ニク ス技術の適用を目的と し て設

置さ れた佐久間サイ リ スタ 試験所において、 直流機器の実証試験を担当し 、 その技術が適用さ れた北海道・ 本州間電力連系設備（ 北本

連系） の建設において、 1976 年から 変換所設備を担当し た。 その後も 直流送電設備の開発・ 実用化に携わり 、 紀伊水道直流連系設備

の構築においては、 1994 年から 橘湾送変電建設所の変電グループリ ーダーと し て設備建設に従事する など、 日本における直流送電技

術の実用化に顕著な貢献を果たし た。 また 2010 年以降は、 上記の経験に基づく 広範な知見を活用し 、 東南アジアにおける 様々なプロ

ジェ ク ト への参画、 技術コ ンサルティ ングを通じ て、 直流送電技術の発展に努めた。  

2015 年から は、 三菱電機株式会社において、 交直変換器など直流送電用機器の開発に従事し 、 N E DO「 多用途多端子高圧直流技術

開発」 他に参画し て直流送電技術の高度化を推進、 現在は新佐久間交直変換所建設工事に指導的立場で従事し ている 。  

2000 年以降は規格・ 標準化活動にも 参画。 電気学会・ 電気規格調査会では 2008 年から 規格委員総会委員を継続し 、 パワ ーエレク ト

ロ ニク ス部会、 送配電部会委員、 高電圧直流送電システム標準化委員会委員長の他、 8 つの標準化委員会、 7 つの標準特別委員会で活

動を行う と と も に、 JI S 制定委員会にも 委員等と し て参画し 、 長年にわたって日本の電力機器・ システムの規格標準化に貢献し た。 加

えて国際的にも I EC の TC115(H VDC)、 ACTAD(T& D 機器規格)や CI GRE の委員と し て参画し 、 その功績は特筆すべき も のである 。  

こ れら の活動と 並行し て、 学術研究、 技術振興、 人材育成にも 精力的に取り 組んでいる 。 電気学会の委員会活動、 国際会議 I CEE お

よ び CIGRE コ ロ キウ ム実行委員会での幹事・ 委員と し ての活動、 数々の大学講義およ び社内外での技術講座を通じ た技術者育成な

ど、 その功績は大き く 、 多方面にわたり 高く 評価さ れている 。  
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（ ５ ） -7 座
ざ

 間
ま

 秀
ひで

 男
お

( 東日本電気エンジニアリ ング㈱)  

 

( 業績の概要)  
 

昭和 55 年日本国有鉄道に入社以来、 40 年以上にわたり 鉄道変電設備の保全に携わり 設備事故の原因究明、 安全対策の立案な

ど 鉄道電気設備の信頼度向上に貢献する と と も に、 後年は豊富な経験を も と に技術者育成に尽力する こ と で鉄道の電気保安に多
大な功績を あげている 。 主な業績は以下のと おり である 。  

 

１ ． 電鉄用直流変電所の保護継電器の一元管理 
直流電鉄変電所の保護協調の管理手法を 構築し 、 保護継電器の整定値を 台帳管理で一元化する こ と で現在に至る 直流電鉄変電

所の保全の基盤を作り 上げた。  

 
２ ． Ｊ Ｒ 東日本国分寺変電所における 電気火災事故対策 

平成 20 年 4 月本社担当者と し て、 国分寺変電所電気火災事故の原因究明と 直流地絡対策を 立案。 運転用変電設備の機器構造

の問題を 解決する と と も に、 検査方法の見直し や設計施工の指導徹底によ り 事象の再発防止を 図っ た。  
 

３ ． 直流き 電方式における 変電所マッ ト 電位上昇対策 

平成 20 年 3 月本社担当者と し て、 宇都宮変電所の構内地絡継電器動作の原因究明を 行い、 原因であっ た帰線ケーブルの検査
手法を 構築し 定期検査化する こ と で設備の保安度向上に寄与し た。  

 

４ ． エアセク ショ ン 電位差解消装置の保全標準の制定 
平成 22 年 7 月本社担当者と し て、 エアセク ショ ン 箇所で列車停止し た場合の架線断線対策と し て電位差解消装置の開発を 提

案し 、 その後当該装置の保全標準を 定め鉄道の安定輸送に貢献し た。  

 
５ ． メ ン テナン ス 技術者の育成と 安全への貢献 

現場管理者と し て、 現在に至る ま で若手社員の育成に取り 組んでき た。 特に、 東日本電気エン ジニアリ ング㈱では若手の変電

技術者早期育成を課題と 捉え、 育成プラ ン を 策定し た。 現在は支社長と し て職場全体の技術者育成に尽力し 、 安全に対し て自主
性を も ち、 自ら 考えら れる 人材の育成に注力し ている 。  

 

     
 

（ ５ ） -8 髙
たか

 﨑
さ き

 美
よ し

 章
あき

( 四国電力送配電㈱)  

 

(業績の概要) 

 

昭和５ ９ 年に四国電力(株)に入社以来、 ４ １ 年の永き にわたり 、 四国エリ アの電力安定供給に係る 業務に従事し 、 特に中央給電指令

所（ 以下、 中給） システムについて長期に保守・ 運用業務を担う と と も に、 国の電力システム改革に対応し た中給システム開発・ 改修

を着実に推進し 、 また、 中給システムの第一人者と し てシステム関係の後進への指導・ 教育を行う など、 電力の安定供給や人材育成等

に多大な功績を挙げた。 主な功績は以下のと おり 。  

１ ． 電力システム改革などに対応し た中給シス テムの開発・ 保守などによ る 安定供給への貢献 

中給システム更新における 自由化対応機能の開発を皮切り に、 時間前市場開設、 電力広域的運営推進機関設立、 需給調整市場開設お

よ び広域需給調整開始など、 系統運用業務を取り 巻く 著し い環境変化に対応する ための中給システム機能の開発を主導的に推進し た。  

また、 その後の制度変更や運用ルールの変更等に対し ても 、 給電運用業務に即し た機能の追加変更等のソ フト 改修を着実に実施する

と と も に、 システムト ラ ブル発生時には迅速な原因究明・ 対策実施を保守第一線に立って行う など、 四国の電力の安定供給の要と なる

中給システムを開発・ 運用面から 支えた。  

２ ． 給電運用業務の円滑化によ る ヒ ュ ーマンエラ ー防止への貢献 

長年にわたる システムの保守で培った知見や、 シス テム関係会社への出向を通じ て体得し たシステムの高度な開発ノ ウ ハを活用し 、

系統運用ルールの段階的変更などに応じ た運用者支援ツールを自ら 開発し た。 こ れによ り 、 複雑化・ 高度化する 業務をシステム面から

サポート し 、 給電運用業務の円滑化をはかる こ と で、 運用者のヒ ュ ーマンエラ ー防止に寄与し た。  

３ ． 人材育成およ び技術継承への貢献 

中給システムの訓練機能を充実する こ と で、 実運用に即し た事故対応訓練を可能と し 、 給電運用者の業務知識・ 技能向上に大き く 貢

献し た 

また、 中給システムに関する 知識・ ノ ウ ハウ の確実な伝承等をはかる ため、 システムを利用する 運用者や関連会社を含むシステム担

当者に対する 集合教育の講師を務める と と も に、 自身の業務経験に基づく ＯＪ Ｔ を通じ 社内外で後進の育成に努める など、 中給システ

ムに係る 人材の裾野拡大に貢献し た。  
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（ ５ ） -9 武
たけ

 田
だ

 康
やす

 広
ひろ

( 日本電設工業㈱)  

 

( 業績の概要)  
 

昭和５ ４ 年４ 月に日本電設工業株式会社に入社以来、 ４ ６ 年以上の永き にわたり 鉄道イ ン フ ラ （ 電力供給設備電車線）  に携

わり 、 整備新幹線や海外鉄道工事等のプロ ジェ ク ト 工事に従事し 鉄道交通網の整備に貢献し た。 ま た、 大規模地震災害の復旧に
努め、 安全・ 安定輸送に貢献する と 共に新幹線工事所長や部長と し て施工の品質管理、 作業員の安全指導・ 人材育成に尽力し
た。  

 
１ ．  電化工事、 整備新幹線工事に対する 貢献 

入社直後秋田新幹線の前進である 田沢湖線電化、 志度内・ 大曲間電化電車線工事に従事し た。 その後、 東北新幹線八戸・ 新青

森間、 北海道新幹線新青森・ 新函館北斗間、 北陸新幹線長野・ 金沢間の各整備新幹線新設工事に新幹線工事所長なら びに新幹線
部長と し て施工安全・ 工程管理、 品質管理を 行い、 新幹線開業に大き く 貢献し た。  

 

２ ． 海外鉄道工事に対する 貢献 
アルゼン チン の首都ブエノ ス アイ レ ス ・ ロ カ線電化プロ ジェ ク ト 工事に電車線施工の第一次班と し て派遣さ れ現地作業員へ技

術指導を 行っ た。 その後本店海外工事部に所属し 海外電化工事案件の施工技術に関し て支援・ 推進を 行っ た。  

 
３ ．  工事の安全施工・ 作業効率に対する 貢献 

東北新幹線工事において電車線の高張力引留ヨ ーク の取替工具の開発やカント 箇所での高圧ケーブルド ラ ム用架台の開発を 行

い、 安全施工と 施工効率に優れた技術開発を 行っ た。  
 

４ ．  大規模地震によ る 災害復旧に対する 貢献 

平成７ 年１ 月１ ７ 日に発生し た阪神淡路大震災時、 東北支店と し て社員３ 名と 協力会社１ ０ 名で名古屋港にフ ェ リ ーで移動、
その後陸路を 移動し 大阪に入り 山陽新幹線の復旧作業を行った。 平成２ ３ 年の東日本大震災と 令和３ 年、 令和４ 年の２ 年連続の

福島県沖地震の災害復旧にも 貢献し た。  

 

     

 

（ ５ ） -10 田
た

 中
なか

 昭
あき

 夫
お

( 全電協㈱)  

 

(業績の概要) 

 

電気計測機器メ ーカーの検査部門で４ 年、 電気設備保守管理会社で特高・ 高圧需要設備のリ レー試験・ 絶縁耐力試験等を３ 年間経験

後、 学校法人電子学園日本電子専門学校校舎の高圧受変電設備の電気主任技術者と し て保安管理業務に約２ ９ 年間従事する 傍ら 、 同専

門学校の電気工学科の教員と し て、 電磁気学・ 電気回路・ 送配電工学など電気工学全般にわたる 座学、 電気主任技術者試験や電気工事

士試験の対策講座、 電気機器・ 電気工事・ シーケンス回路制作の実習や実験、 等の教育に長年携わり 、 未来の電気技術者の育成に貢献

し た。 またその間、 電気工学に関する 書籍の出版も 手掛け、 電験三種入門講座や自動制御等、 計３ 冊の教科書・ 参考書を著作し た。  

その後、 特別高圧受電の物流設備の電気主任技術者を務めたのち、 現職の全電協株式会社では、 多摩事務所の保安業務従事者と し て

現在ま での約１ ４ 年間、 多様な高圧需要設備の保安管理業務を務めながら 、 平成２ ５ 年から 約９ 年間多摩事務所所長に就任し 、 こ れま

での深い見識を活かし て同事務所員への指導教育や、 電気事故事例研究資料を社内発表し 、 主に電気事故やその対策に関する 社内品質

の向上に貢献し た。 併せて令和３ 年から 現在ま で同社の保安管理業務講習、 高圧・ 特別高圧電気取扱者特別教育の、 外部受講者も 対象

と し た講習の講師を務め、 社内外の電気技術関係者に電気保安の基礎やノ ウハウ 及び安全教育を実施する 等、 教育分野でも 業界全体の

発展に今尚大き く 貢献し ている 。  
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（ ５ ） -11 谷
たに

 口
ぐ ち

 圭
けい

 嗣
じ

( 清水建設㈱)  

 

( 業績の概要)  
 

平成 11 年清水建設株式会社に入社以来 26 年間、 本設及び工事用電気設備工事の計画及び施工管理に携わっ てき た。 令和 5 年

6 月から は設備本部北関東エリ ア( 管轄： 群馬県、 栃木県、 茨城県、 長野県、 山梨県、 埼玉県) の統括電気主任技術者と し て、 工
事用電気設備の計画・ 施工及び保安・ 保守管理業務に携わっている 。  

本設電気設備工事の施工管理においては、 大型現場( 商業施設、 有形文化財を 含むホテル) に常駐し 、 建設工事全般の安全管理

と 電気保安管理を徹底し 事故なく 竣工さ せた。 建築設備である 空調・ 衛生設備等の設備と 整合を と り 、 保安・ 保守管理がし やす
い電気工作物を 提供し てき た。  

ま た、 利用し ている 建物での改修工事では、 利用者に影響を 与える こ と のないよ う に、 手順書の検討を 行っ て社内指導し 重大

な電気事故の発生を 防いだ。  
社内では、 繁忙な設備施工系担当者を 支援する ため、 文系出身の施工管理補助の派遣社員や建築施工系社員( 年間約 160 人) に工

事用電気設備を 含めた研修を 行い、 電気保安に対する 知識と 意識向上を 行っ ている 。  

令和 5 年 6 月から は常時 20 件前後ある 設備本部北関東エリ アの工事用電気工作物の統括電気主任技術者と し て、 安全な工事
用電気設備を 提供し ている 。 協力会社に対し ても 年 2 回の勉強会を 行い、 電気知識・ 電気安全のボト ム アッ プを し て、 電気保安
確保に顕著な業績を あげている 。  

さ ら に、 電気事故防止の事務連絡書の発行( 年 4 回) も 行っ ている 。 社外においては、 建設五社電気研究会に参画し 、 会員各社
だけでなく 産業保安監督部・ 電力会社と の意見交換、 最新技術情報の共有、 技術向上に努めている 。  
 

     
 

（ ５ ） -12 飛
と び

 田
た

 震
し ん

 也
や

( 四電エンジニアリ ング㈱)  

 

(業績の概要) 

 

昭和 54 年に四電エンジニアリ ング株式会社に入社し て以来、 40 年以上の長き にわたり 、 四国電力伊方発電所 3 号機や橘湾発電所な

どの電気設備の新設、 原子力発電所の更新工事、 安全対策工事に従事し ている 。  

こ れら の業務において、 常に中心的な存在と し て活躍し 、 発電所の安全性向上と 安定運転に大き く 貢献し ている 。 平成 18 年から は

伊方 1・ 2 号機の中央制御盤更新工事に管理者と し て携わり 、 世界初のデジタ ル化を実現。 多数の既存ケーブルを同時に識別でき る 特

定装置を開発し 、 作業効率と 精度を向上さ せた。 さ ら に、 若手技術者の育成にも 尽力し 、 現場力の強化と 技術継承を推進し た。 東日本

大震災後の新規制基準対応では、 伊方 3 号機の安全対策工事を主導し 、 計画から 設計・ 施工まで無事故で完遂。  

育成し た現場要員は、 従来プラ ント メ ーカーが担っていた工事も 自社で対応可能な技術力を身につけ、 飛田氏指導のも と 柏崎刈羽原

子力発電所 6 号機や女川原子力発電所 2 号機の安全対策工事にも 参画し たこ と で、 伊方発電所以外の再稼働にも 貢献し た。  

伊方 3 号機建設では、 仮設電源工事から ケーブル配線、 受電設備まで一貫し て対応し 、 四国の主力電源と し ての基盤を築いた。 ま

た、 中央制御盤更新では、 アナロ グ式保護継電装置を原子力発電所で初めてデジタ ル式に更新し 、 信頼性向上に寄与。 安全対策工事で

は、 限ら れたリ ソ ースの中で技術力を結集し 、 早期再稼働を実現。 他社原子力発電所でも 技術力を認めら れ、 再稼働準備に貢献。 こ れ

ら の実績は、 飛田氏の高い技術力と リ ーダーシッ プの賜物であり 、 原子力発電所の安全性向上と 信頼性確保において欠かせない存在で

ある 。 今後も その知見と 経験は、 電力の安定供給と 安全確保に大き く 寄与する こ と が期待さ れている 。  
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（ ５ ） -13 前
まえ

 島
じ ま

 慎
し ん

 一
いち

( 大日コ ンク リ ート 工業㈱)  

 

( 業績の概要)  
 

候補者は四国電力㈱に入社、 以降 40 年間に亘り 配電設備保全や開発等に従事し 、 電気保安の確保や災害時の復旧等で顕著な

功績を あげた。  
 
1. コ ンク リ ート 柱の点検・ 管理基準の策定およ び補強技術の確立 

経年劣化の進むコ ン ク リ ート 柱について、 メ ーカと 協働で試験や検査を 繰り 返し 、 強度低下に至る 内部鉄筋の劣化メ カニズム
を 解明。 外観特性から 最適な点検周期を 判断する 手法や建替基準を 策定し た。 ま た内部鉄筋の診断装置を 四国総合研究所と 開発

し 、 全国で初めて定期点検に導入する と と も に、 劣化が進行し た電柱の緊急補強手法を 考案。 建替完了ま での確実な倒壊防止策

を 全社展開する など 、 以降、 劣化に起因し たト ラ ブルを抑止でき ており 、 公衆安全およ び電気保安に大いに貢献し た。  
 

2. 四国初と なる 22kV間接活線工具等の実線路への導入 

22kV特別高圧配電線は活線での作業手法がなく 簡易な補修にも 停電を 要し ていた。 候補者は当時全国でも 事例の少ない 22kV
間接活線用機材・ 工具 を メ ーカと 共に開発、 模擬試験、 試行検証を 行い四国地区で初めて実用化し た。 以降 22kV配電線路の作
業停電回避が図ら れる と と も に作業安全性も 向上する など 、 電気の保安確保に大いに貢献し た。  

 
3. 災害時における 早期復旧や広域的な電力の安定供給に貢献 

台風、 地震等の災害時に、 四国エリ ア内外を 問わず率先し て復旧作業に赴き 、 現場第一線で早期復旧・ 停電解消に貢献し た。

特に平成 11 年台風 18 号の九州被災地区への復旧応援や、 平成 30 年北海道胆振東部地震の大規模停電の派遣等において、 復旧
応援隊の中心的立場と し て対応にあたり 、 広域的な電力の安定供給に尽力し た。  

 

4. 電気安全、 信頼度向上のための後進育成他 
四国電力では現場業務の効率化のため、 平成 17 年に配電設備の設計・ 保守業務を ㈱四電工に全て移管し た。 その際委託先の

社員教育を 担当し 、 業務マニュ アルの整備から 実技も 含めた技術指導・ 教育を 行い、 業務の品質維持・ 向上に貢献し た。 ま た、

作業安全の更なる 向上のため、 感電、 短絡、 墜落、 挟ま れ等を 模擬体験でき る 安全体感研修設備を 新設。 同施設は今日も 電気安
全に関する 教育・ 意識向上に活用さ れている 。  

 

     
 

（ ５ ） -14 間
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( 中部電力パワ ーグリ ッ ド ㈱)  

 

(業績の概要) 

 

１ ９ ８ ６ 年入社以来、 ３ ９ 年間にわたり サービスス テーショ ン勤務を含め、 地域に密着し た電気事業の第一線において、 電気を安定

供給する ため配電設備の保守、 点検、 維持に努めた。  

災害や停電の際には昼夜を問わず積極的に現場出向し 、 緊急対応業務に従事する こ と で早期に設備復旧し お客さ まのも と へ電気をお

送り し た。 また、 現場作業では安全第一を使命と し 、 直接、 指揮をと り 後輩への技術継承・ 指導を行い活躍し てき た。  

技術の向上と 知識の習得を目指し て、 全社配電技術オリ ンピッ ク 大会の競技に３ 回出場し 、 自ら のレベルアッ プと チーム内の信頼関

係を築き 総合力の大切さ を学んだ。  

人材育成においては、 支社の教育部署で支社大教育総括者と し て「 計画・ 運営」 に携わり 、 監督者や中堅技術者の育成に力を注い

だ。 併せて、 若手技術者の支社大教育指導者と し ても 携わり 、 安全と 技術力の修得向上に尽力し た。 責任感と 牽引力を生かし 豊富な経

験値をも と に指導がなさ れ、 我々の使命である 電力の安定供給に向け、 安全を最優先に使命感やモチベーショ ンの高い監督者・ 技術者

が数多く 育っている 。  

現在は、 飯田支社配電運営Ｇにて、 現場技術者の取り まと めの管理職と し て、 今まで培った経験を行かし 、 現場作業における 安全・

知識・ 技術・ コ ツ・ ノ ウ ハウの共有等を行い、 自身の大切な現場経験のすべてを継承し ながら 、 安全を最優先に人材育成に力を注いで

いる 。 また、 作業や業務での指導や助言などの対話を通じ て、 常に相手に考えさ せる こ と で成長でき る 環境づく り を行いながら 後輩育

成に努めている 。  
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（ ５ ） -15 山
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( ㈱関電工)  

 

( 業績の概要)  
 

平成１ 年㈱関電工に入社、 建築電気設備の施工に３ ６ 年間従事し た。  

その間、 電気設備の施工品質と 安全確保に対し 日々の研鑽を怠ら ず、 習熟し た技術と 技能で現場作業者への指導や教育を 行い、
広く 電気保安に貢献し た。  

平成２ ２ 年から は、 中央支店品質工事管理部検査チーム の長と し て数多く の現場検査業務に従事し 、 検査のみなら ず試験や施

工方法に至る ま で若年層への指導教育を 実施、 現場に密着し た指導から 社内及び協力会社から も 高い信頼を 得た。 社内では工程
内検査に関する エキス パート と し て技能ス ペシャ リ ス ト に認定さ れ、 他技能者と 比較し ても 非常に優れた比類ない技能を 有し て

いる 。  

 
１ 、 他団体への功績 

電気設備の工程内検査について数多く の物件を 検査し た実績が認めら れ、 一般社団法人日本電設工業協会よ り 要請を受け

「 自主検査と 現場試験のポイ ント 」 を テーマにし た技術講習会の講師を 務めた。 一般財団法人電気技術者試験センタ ーよ り
「 第二種電気工事士試験員」 を 委嘱さ れ国家試験である 第二種電気工事士筆記試験・ 技能試験の作問にあたる 一方電気工事士
技能試験判定員も 務め、 電気工事業界の発展に貢献し ている 。  

２ 、 後進への指導育成 
一般社団法人日本電気協会関東支部から 「 高圧ケーブル工事技能認定」 及び「 地中線用 GR 付高圧負荷開閉器施工技術認

定」 講習会の技術指導員を 委嘱さ れ、 数多く の技能者を 指導教育し 、 未来の担い手と なる 。 高校生も のつく り コ ンテス ト では

審査員を 歴任、 業界の発展に貢献し ている 。  
３ 、 発明考案 

電気工事施工の作業効率・ 安全に関し ての改善を 行い、 成果を 上げてき た。  

・「 重量物運搬持ち手」 実用新案登録 
・「 加工作業台」 特許出願中 
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